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都市の政治学に向けて
一政治学にとっての都市
政治学は古代ギリシアのポリスから始まった学問である。ポリスは、都市だが、小規模国家でもあった。プラトン
の『ポリテイア』が『国家』と訳されるように、古代都市は国家としての機能をもっていたわけであって、現代都市とは性質を異にする。ルネッサンスや初期近代までは、マキアヴェリやルソーまでは、都市が政治理論の基礎にあったが、次第に領域的に大規模な大共和国へ向かう意図も入り込んできた。つまり、絶対王制下の領邦国家を統合し自由で平等な人間の経済活動・政治活動に見合った政治的共同体創設の必要性が意識されるようになっていった である。政治学は、都市よりも国家を焦眉の課題 して取り組むようになってい
その結果、近代になって、都市から国家に研究の中心が移っただけでなく、都市は政治学のなかでほとんど考察さ
れることはなくなった。もちろん、地方政治論や行政学が代替したとも言えなくもな が、そ
れにしても、社会学、
地理学、経済学、建築学など比べて、都市という括り方がなされ こなかったことは事実である。
政治学と都市政治政
治
学
が
都
市
を
主
要
テー
マ
と
し
て
こ
な
かっ
た
理
由
と
し
て
は、①
政
治
学
は
権
力
を
中
心
に
据
え
て
い
る
が、近
代
以
降
権
力
の
中
心
が
都
市
か
ら
国
家
に
移っ
た、②
都
市
は
自
由
に
出
は
い
り
で
き
る
空
間
に
な
り、境
界
線
を
自
由
に
越
え
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
なっ
た、③
法
制
度
の
枠
組
み
の
な
か
で
の
集
合
的
意
思
決
定、お
よ
び
そ
の
遂
行
を
問
題
に
す
る
さ
い、都
市
よ
り
も
自
治体
(地方政府）
、地域という括り方をしたほうが、汎用性がある、という理由によると考えられる。
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もっ
と
も、都
市
政
治
学
と
い
う
捉
え
方
が
まっ
た
く
さ
れ
て
こ
な
かっ
た
わ
け
で
は
な
い。ア
メ
リ
カ
政
治
の
分
析
で
は、
「都
市
政
治」と
い
う
用
語
が
使
わ
れ
る
し、そ
れ
は、ジェ
イ
ム
ズ・ブ
ラ
イ
ス
の『ア
メ
リ
カ
共
和
国』(
一
八
八
八
年）の
な
か
で「州
政府」や「都市政府の活動」など地方政府が取り上げられ、制度論的アプローチではあるが、都市政治が国政の一側面とみなされた
(
1)ことを嚆矢とする。その後、都市政治というフレームが主として都市のマシーン政治
(ボス政治）を
分析するために用いられてきたのは、アメリカには、メイフラワー号の誓約
(一六二〇年）に始まる自治の歴史があ
り、都市自体が市民的結社として組織されたものとみなす伝統があるにもかかわらず、都市を支配す 権力構造が存在することから、都 の権力の実態が分析の対象となってきたためで 。
日本でも、一九六〇―七〇年代の市民運動の高まり、革新自治体の叢生を受けて一九七〇年代には松下圭一を中心
に
都
市
へ
の
関
心
が
高
まっ
た
時
期
が
あ
る。松
下
圭
一
(一
九
二
九
―
二
〇
一
五）は、丸
山
眞
男
の
門
下
生
の
一
人
で、政
治
学
者・評論家として現代政治の問題に関わり続けた、戦後日本を代表する政治学者の一人である。松下は 政治学を実学にしようとして、現代日本の状況認識を踏まえながら市民を基軸にして参加と抵抗 政治理論や都市政策の理論編み出していった理論家である。
松下に限らず、都市化や経済成長の進行のなかで内田満の『都市デモクラシー
(
2)』(
一九七八年）に見られるように、
参
加
政
治
の
観
点
か
ら
都
市
政
治
を
捉
え
よ
う
と
い
う
試
み
も
な
さ
れ
た。ま
た、加
茂
利
男
は『都
市
の
政
治
学』(
一
九
八
八
年）
のなかで、松下圭一と宮本憲一の議論をふまえて「都市型 治」という視角から現代政治の分析枠組みを提示している(
3)。最近では、産業・人口面で縮小している都市 再生 試みを国際比較した共同研究の成果として『縮小都市の政
治
学(
4)』(
二
〇
一
六
年）が
出
版
さ
れ
て
い
る。こ
の
よ
う
に、都
市
を
問
題
関
心
と
す
る
政
治
研
究
は、少
な
い
な
が
ら
も
間
歇
的
に
関
法
第
六
六
巻
五
・
六
号
二
六
(一
七
一
七
)
続いてきた。環境問題や住宅問題が都市問題として捉えられた一九六〇年代後半から七〇年代には、都市がクローズアップされ、松下が提起したシビル・ミニマムは、市民をベースにした都市政策の構想であり、実際に東京都をはじめとして革新自治体で次々に採り入れられた。都市政策という視点は、その後公共政策学のなかに組み込まれていったとはいえ、日本の政治学において都市が脚光を浴びるのはむしろ例外的であり、都市 治は地方政治という括り方をされ、都市という表象で見られることは少なかっ と言えよう。
政治理論の視点政治理論は、
「過去との対話」と「公正な政治社会の探究」という問題関心をもつところに特徴がある。
「過去との
対
話」は、
治
的
事
象
に
つ
い
て
の
歴
史
的
考
察
お
よ
び
過
去
の
大
思
想
家
と
の
対
話
を
と
お
し
て
行
な
わ
れ
る。
「公
正
な
政
治
社
会の探究」は、現在の政治社会の枠組みに対する根底的批判からなされ、個別具体的な事象 取り上げる際にも全
体
的な連関のなかで理解しようとしている。その点で 哲 の一部だとも言える。政治科学がマクロな視点を失いがちなのに対し、政治理論は歴史的・思想的な次元から現代の政治現象の変化を捉 てきたと言える 政治科学とは違現実政治の分析にとどまらず、価値的・規範的判断にまで踏み込もうとし いる。政治理論の基底には人間論がある。政治社会のあり方の探究は、人間のあり方の探求と密接 結びついていた。市民政治を支える市民精神のあり方についての考察が本稿 テーマであるが 人間 あり方は、固定的 はなく可変的 捉え 必要がある。人間形成と同じように、市民も長い時間をかけて形成されていく で その形成過程 生涯続く 考えておきたい
したがって、政治理論の視点から都市の 文化にアプローチすることによって、都市を構成する市民の自治意識、
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共和精神とは何か、それが歴史的にどう変化してきたのか、どこに向かおうとしているのかを明らかにすることができるだろう。政治理論においては、過去の思想家に学びながら自分のこと
ば
で思想を構築していくことが求められて
いる。現代の政治理論においては都市をテーマとすることは少なくなったが、それでも政治学はほ の学問分野には見られない視点を提供しているので、 への政治学的アプローチを取り上げることによって、一人ひとりの市民が考
え
る
た
め
の
素
材
と
視
角
を
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
で
あ
ろ
う。そ
の
さ
い、(
⚑
）過
去
の
ど
の
思
想
家
と
対
話
し、ど
の
よ
う
な思想を摂取し、発展させてきたのか、(
⚒
）松下が目指した市民自治による市民共和とは何か、(
⚓
）都市はどのよ
うな点で国家を超えられ のか、といった観点から、政治思想研究者と スタートした松下圭一の都市論を検討していきたい。もっとも、松下は都市というより自治体ということ
ば
を使い、実
効性のある理論構築を目指した政治学
者であり、松下の思想は、都市論というよりも市民政 論 して括るのが一般的である。し 、市民・都市・文化をキーワードとして松下の理論展開を再構成すること よっ 総合的・学際的な視点を提供できるのではないかと思われる。
もう一つの重要な側面として、戦後日本の政治学および日本社会の共通の課題である、民主主義を社会に根づかせ
るという問題関心に、松下がどのように関わり どのよ に独自 を発展させていったのかを捉えなお ていきた
い。松
下
は、
『現
代
政
治
＊
発
想
と
回
想(
5)』(
二
〇
〇
六
年）や『自
治
体
改
革
＊
歴
史
と
対
話(
6)』(
二
〇
一
〇
年）な
ど
の
著
書
の
なかで自分の仕事の意図やねらいについ 自伝的に述べて 。また、 らの手 なる『松下圭一＊私の仕事
―
―
著
述
目
録(
7)』(
二
〇
一
五
年）も
存
在
す
る。松
下
に
つ
い
て
は
生
前
か
ら
研
究
が
な
さ
れ
て
き
た
し、松
下
は、一
九
五
六
―
五
七
年
の
「大衆社会
論争」以来、さまざまな論争や批判の渦中に置かれた
(
8)。松下自身、憲法学、行政法をはじめとして他分野
関
法
第
六
六
巻
五
・
六
号
二
八
(一
七
一
五
)
やミクロな政治科学に対する厳しい批判者であり、現実と関わりながら独自の学問構築を目指した実践的な政治学者で
あっ
た。
「大
衆
社
会
論
争」に
つ
い
て
は、す
で
に
山
田
竜
作
が『大
衆
社
会
と
デ
モ
ク
ラ
シー
―
―
大
衆・階
級・市
民』の
な
かで歴史的・思想的な文脈から松下の理論背景と理論展開を捉えている
(
9)ように、松下の市民政治理論の展開は時代背
景との関連抜きには理解しえないと思われる。
松
下
の
問
題
関
心
は
多
岐
に
わ
た
る
が、そ
の
さ
い
注
目
し
た
い
の
は、①
ロッ
ク
研
究
と
社
会
主
義
思
想
か
ら
掴
み
とっ
た
市
民
社会の概念 それを発展させた市民参加の理念、②
市民社会論の延長にある市民自治と市民文化の理念、③
政策学
的思考に基づく公共政策と自治体改革の理論と実践 という点である。これらを縦軸とすれ
ば
、都市自治体の自治を
横軸に松下の理論展開を辿り、主要概念の思想的核心を明らかにしたい。つま 松下の思想家としての側面を浮き彫りにしたいのである。したがっ
て、本稿では、市民論から市民自治論へと展開していく理論展開の分析をとおして、
松下がめざ 市民自治による市民共和とは何か、都市を政治の磁場と て捉えなおすことは可能か、ということについて考えてみたい。
もっとも、松下自身は「留意していただきたいのは、私の二〇歳代のヨーロッパ政治思想史研究の延長線上に、そ
の後の日本政治研究、こと 自治体改革の構想 あったのでは いことである。……私は三〇歳前後か 《自治体改革》を起点に日本政治の《構造改革》 とり んだ 、これ ヨーロッパ政治思想史研究とサヨナラ、つまり断絶したうえではじめている
(
10)」と、自らの研究史を回想している。しかしながら、研究方法や研究目的に断絶がある
(
11)として
も、思想的に つながっている ではな かと思われる。というのは、松下 市民 論には一貫 て流れる問題関心があり、ジョン・ロックの市民政治理論や西洋 共和政治 伝統を日
本社会でも実現し、日本の政治社会のあり
松
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方を根底的に変えていかね
ば
ならないという強い意志があったからである。また、和田悠が「松下の魅力は、日本に
おける社会主義の実現を真摯に追求し、高度成長の時代を伴走しながら考えた政治学者であり、知識人であったところにある
(
12)」と評しているように、社会主義思想が松下の市民自治の理念や都市政策の思想の背後に垣間見られること
は確かで 。しかし、重要なのは、松下が西洋の思想的伝統のなかから市民共和の理念を掴み取ったうえで、それを実現していくために市民自治の可能性を理論と実践 双方で切り開こうと た思想家であったということでありそのことを論証することが、本稿 ねらいの一つである。
というのも、松下が政治を「自由の組織化」と認識した
(
13)ように、政治には現実を変えていく力があり、民主主義は
権力に対する抵抗の原理 だけでなく権力へ 参加 よって権力を組み替えていく原理だか でも る。松下にとって
、抵抗と参加は表裏一体の関係にあるが、官治型の日本の政治文化のなかでは市民参加の政治文化が十分に根
づいていないから、市民活動と市民文化が重要テーマに ったのである。近代日本 は、天皇を頂点として政治社会が構成されたわけであり、国民主権が憲法原理 なった戦後にお ても職場や地域でのレベルで民主化が徹底されたわけではな 。自発的結社である労働組合も、組織 巨大化すれ
ば
「上意下達」式になりがちであったし、農協や医
師会など利益集団は網羅 加入 り、地域の自治会組織も世帯加入であっ 、個人単位に構 されているわけではな
い。こ
れ
に
対
し
て、市
民
自
治
と
は、
「市
民
自
ら
が
自
発
的
に
居
住
地
域
や
市
民
団
体
の
問
題
に
関
わ
り、自
分
た
ち
の
生
活
条
件
を
自
分
た
ち
で
つ
く
り
あ
げ
て
い
く
こ
と」と
定
義
す
る
こ
と
が
で
き
る(
14)。地
域
政
治
の
レ
ベ
ル
で
は、
「地
域
づ
く
り
の
理
念
や
方
向性を市民自らが決め、市民自らの手で地域をつくっていくということ」と規
定されている
(
15)。いずれにしても、市民
自治を根づかせようとするなら、市民 治の理念 示す もに、 的決定を阻んでいる文化や慣行を克服していか
関
法
第
六
六
巻
五
・
六
号
三
〇
(一
七
一
三
)
ね
ば
ならないのだが、そのような課題に応えて、ジョン・ロック研究を始めとして大衆社会論、市民自治論、市民文
化論、都市政策、自治体改革にまで理論展開していったのが松下であった。本稿では、市民自治を拡げるという視点から、松下の都市論を中心にその理論展開を明らかにしたうえで、私なりの検討を加えていきたい。
二
市民概念の形成過程
松下は、生涯にわたって政治理論的な視点を失わなかった政治学者であった。政治思想家からの引照も多いが、松
下
の
思
想
形
成
に
お
い
て
最
も
重
要
な
影
響
を
与
え
た
大
思
想
家
は、ジョ
ン・ロッ
ク
で
あ
る。ロッ
ク
の
主
著『統
治
二
論』
(T
w
o
T
reatises
of
G
overnm
ent,
1690）の
第
二
論
文
だ
け
の
翻
訳
は
数
多
く
あ
り、鵜
飼
信
成
訳
の『市
民
政
府
論』(
一
九
六
八年）以後定着するその標題は ロック研究で使われたものである
(
16)。その後、ロック研究は格段と進み、キリ
スト教との関わりや初期の政治思想の保守
性が強調されるようになったが、松下は一貫してロックを市民政治理論家
として捉え続けた
(
17)。また、戦前からもホッブズ、ルソー、モンテスキュー、
Ｊ
・
Ｓ
・ミルは翻訳紹介されていたが、
ロックの主著は翻訳されてこなかったので、松下が戦後いち早く本格的なロック研究に取り組んだという先駆性は特筆すべきである。戦前におい ロックを研究しづらかったのは、もちろんロックの政治哲学が天皇制国家としての国体に対立するも だったからだが、戦後日本 民主主義の確立 ために不可欠の思想家と考えたからである。それは一人松下だけのこ ではなかったが、松下の場合は、ロック 思想を発展させて独自 市民 理論を展開 ていった点が際立っていた。
松
下
圭
一
の
都
市
論
三
一
(一
七
一
二
)
市民社会と大衆社会松
下
は、西
洋
政
治
思
想
史
の
研
究
者
と
し
て
研
究
生
活
を
始
め
た。最
初
の
著
書
は『市
民
政
治
理
論
の
形
成』(
一
九
五
九
年）
であり、これは一九五一年の学生時代
(学部の三年のとき）にジョン・ロックについて書き、のちに雑誌に発表した
論文を再構成したものであり、その研究レベルの高さに驚かされるとともに、松下の認識視角がロックを中心とするイギリス政治思想の摂取から形成されたことを明示している点でも注目される。
では、松下がロックから摂取し、のちの市民自治の思想に活かしたのは、ロック政治理論のどのような点なのか。
もちろん、松下は、イギリス政治思想を専攻し のであり、ロックだけに依拠して議論を展開したわけではないのだが、ロックを哲学におけるデカルトに比肩し、市民政治理論の形成者として、とくに市民社会観念の完成者として重視している
(
18)。ロックの政治哲学は理論的に意義があっただけでなく、制度化されて現代にお
いて生きているという点
で重みがあるのである。
市民自治の観点から重要なのは、第一に、ロックが自由な主体である個人から出発し、自由・平等・独立の個人を
市民として措定 、自由な個人の結合体として政治社会を組み替えようとした点である。諸個人を政治機構としての議会に制度化していくのが市民政府であり、国家は 機構としての政府にすぎず、市民国家内部 おいても経済と国家は二分される。家族も婚姻契約によって形成され、教会も自発的結社であり、多元的な市民社会の一部である。したがって、社会はさまざまな団体から構成され、それぞれの集合体においては集合的自己決定としての団体自治がなけれ
ば
ならず、政府は議会を中心に共和政治が行なわれなけれ
ば
ならない。第二に、信託概念への注目である。信
託概念は、ロックの場合、政府は人民の信託によって成り立ち 人民 委託したことを行ない それ以外 こ は行
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なえず、立法府は人民の代理人であり、あくまで人民が基底に置かれている。松下は、国家統治と政府信託とを峻別し、国家統治型の政治イメージの強い日本において自治体も国家政府
(中央政府）と同じように、市民政府と捉え、
市町村の基礎自 体を基底とする市民自治のシステムを形成しようとした らであ 第三に 抵抗権である。松下は、ロック 抵抗権は革命権であり、革命権は個人の自然権のコロラリー
(当然の帰結）であり、この革命権は政府
と
の
信
託
が
解
消
さ
れ
た
と
き
に
は
じ
め
て
発
動
さ
れ
る
と
理
解
し
て
い
る(
19)。松
下
に
よ
れ
ば
、抵
抗
と
参
加
は
表
裏
一
体
で
あ
り、
「頭
を
た
た
き
わ
る
よ
り
も
頭
数
を
数
え
る」と
い
う
よ
う
に、
「議
会
制
度
は
い
わ
ば
定
期
的
に
大
衆
の
抵
抗
権
を
選
挙
権
と
い
う
か
た
ち
で
ルー
ル
化
し
た
も
の
と
み
な
し
う
る(
20)」。要
す
る
に、選
挙
権
は「革
命
権
の
日
常
化」と
い
う
意
味
を
も
つ
と
い
う
こ
と
で
あ
る。選挙が抵抗権の制度的行使となりうるように、市民的抵抗
民主的自治にとって不可欠な前提とみなされる。
ロックが自治的決定を多数の同意によって行なっていこうとした点も重要であった。松下は、市民政治理論形成期
においてマルクス主義の影響下にあり この著書において社会主義社会を「ブルジョワ的市 社会」の克服のうえに成
り
立
つ「合
理
的
個
人
の
自
由
な
結
合
体
と
し
て
の〈市
民
社
会〉
」と
理
解
し
て
い
る。す
な
わ
ち、ロッ
ク
的
に
マ
ル
ク
ス
を
解
釈
し、社
会
主
義
を
社
会
-
主
義
(society-ism
）、す
な
わ
ち、市
民
社
会
-
主
義
(市
民
社
会
型
社
会
主
義）と
解
釈
し、自
発
的
結社
(アソシエーション）を基底にして捉えなおしている
(
21)。
一
方
で、ロッ
ク
は
個
人
を
自
由
な
主
体
と
捉
え
た
の
で、ロッ
ク
に
お
い
て「
〈個
人〉の
意
志
が
絶
対
で
あ
る
か
ぎ
り、逆
に
社
会契約は全
、
体、
の同意であるよりも多
、
数、
の同意でなけれ
ば
ならなかった
(
22)」のだが、松下は、個人の自由はブルジョワ階
級の自由にすぎなくなっているという歴史的変化を
ふまえて、変革の論理を編み出していかね
ば
ならなかったのであ
る。つまり、近代的 市民概念が工業化・都市化の進行のなかで実効性をもつには、 党や労働組合と う集団を媒
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介にしなけれ
ば
ならなくなる。選挙権の拡大によって勤労者も政治に参加できるようになり、市民の意見を媒介する
政党や組合の役割に注目せざるをえなくなったのである。それゆえ松下は「体制選択」という契機を重視し、一九五〇年代においては論壇 登場し、筆の力によって体制転換の可能性を模索していたと言えよう。マルクス主義では市民社会はブルジョワ社会として克服の対象とされるが、工業化・都市化によって起こっているこ は、大衆社会化あり、官僚統制
(政官業複合）とマス・メディアによる大衆操作によって特徴づけられる大衆政治状況である。
こうして、松下は、二〇世紀になって古典的な意味での市民社会が崩壊し、巨大都市のなかで大衆社会が生じ、労
働
者
階
級
が
大
衆
化
し
て
い
る
現
実
を
直
視
し、そ
こ
か
ら
変
革
の
条
件
を
見
極
め
て
い
か
な
い
と
考
え
た
わ
け
で
あ
る。松
下
は、
「大
衆
社
会
論
争」の
きっ
か
け
と
な
る
論
文「大
衆
国
家
の
成
立
と
そ
の
問
題
性」(
一
九
五
六
年）
を
は
じ
め
と
し
て、一
九
五
六
年から五七年にかけて大衆社会に関する論考を発表するが それは「古
、
典、
的市民政治思想が現
、
代、
においていかなる変
容をこうむるか
(
23)」という問題関心に基づく一方で、
「現代革命の条件の理論化という課題
(
24)」に応えること、すなわち、
社会主義的変革につながる理論構築の意図があった。松下は、市民社会は独占資本主義 成立によって大衆社会に変容
し、
「こ
の
大
衆
社
会
に
お
い
て
は、市
民
社
会
の
観
念
の
形
成
期
に
お
け
る
よ
う
な
個
人
の
実
体
的
自
己
完
結
性
と
い
う
理
念
は
完
全に霧散しさっている。ヨーマンと近代 規模工場との対比が、まさに、こ 市民社会と大衆社会との対比を特徴づけているものなのである
(
25)」と認識している。要するに、独立自営の農民としての市民は、工業化のなかでブルジョワ
名望家として市民階級を形成したが、参政権拡大によって 治から排除さ ていた労働者階級も市民権が付与されていくなかで、勤
労者は大衆に転化していった みなされるのである。
とはいえ、松下のいう大衆社会はあくまで事実認識の概念であった。松下は、大衆社会の是非を論じた ではなく、
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現代社会のあり方が変容した事実を認識すべきだと主張したのである
(
26)。先進産業諸国において労働者階級が大衆に転
化したという社会認識、大衆デモクラシーが大衆ナショナリズムに転化しやすいという政治認識には、社会変革の主体と方法の転換、すなわち社会主義運動の転換を示唆するものであったので、論争を惹き起こしたのであるが、この時期においては集団的な政治主体に注目していた。労働者階級は、市民社会から大衆社会への転化によって「資本主義
的
疎
外
(商
品
化）と
大
衆
社
会
的
疎
外
(官
僚
機
構
と
大
衆
操
作）と
い
う」二
重
の
非
人
間
化
(疎
外
状
況）に
直
面
し
て
い
る(
27)のであって、このような大衆社会状況の克服には、①
市民的自由の実質的確保、②
市民的自由の学びの場として
の自主的集団の形成が必要だ 論旨である
(
28)。
こうして松下は、自由・平等・独立の人間が構成する市民社会は大衆社会に変質していると認識するが、市民の自
主的集団形
成に注目することによって、個人としての市民概念を現代的に甦らせていくことが可能だと考えるように
なるのである。また、市民的自発性に基づく、下からの社会 革の必要性の が、新しい市民概念である「市民的人間型」 造型につながっていくのである。
市民概念の再定式化一九五八年の警職法反対運動、一九六〇年の安保闘争という市民的抵抗の盛り上がりを背景にして、松下は、大衆
動員型でない市民的自発性に基づく政治変革のほうに軸心を移して った。とはいえ、安保闘争 契機に市民的自発性に基づく市民運動にも地域共闘が欠けており 自治体レベルでの市民活動に関心を移していくのである。
社会主義的体制変革への思いが消え去ったわけではないが、大衆社会を都 型 と言いなおすことによって、む
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しろ市民を基軸においた市民政治理論を展開していくことになる。大衆社会論を展開していた時期の松下は、市民を積極的な概念として提起していたわけではない。市民は歴史的概念であった。松下は、市民よりも大衆 概念に注目して、現代社会の変化に対応 変革の条件を編み出そうとしていた。それは、マルクス主義の影響下にあったからでもあるが、五〇年代まで市民と うこと
ば
自体が一般に普遍的な政治概念として用いられていなかったという事情
にもよる。もとより松下 議論 は規範的な面と実証的 面の二面性があるが、大衆社会論では、市民を歴史的な概念として捉えていたが、六〇年代以降市民を規範的な概念として再定義していくのである。
もっとも、松下はロック研究の過程で自由で平等な共和感覚
(公共意識）をもった人間としての市民の普遍的意味
をつかんでいたし、民主主義の担い手として近代的個人を措定していた
(
29)が、現実を変えていくため
に市民や民主主義
を普遍概念として再定義するのである。六〇年代から自発 個人のイニシアティヴによる市民運動が起こり、とくに六〇年代後半から七〇年代初頭にかけて公害反対の住 運動、 運動が全国的に広がり始め、革新自治体が成果を上げていくという変化を受けて、市民自治の制度構想を日本社会の条件 なかで提起していったのである。とくに自治体改革と う面から市民参加の意義を明確化 、西洋政治思想の蓄積 生か 市民の理念を打ち出していった点が重要である。都市問題の激 によっ 市民運動 活発になった状況を受けて松下は、行政区画的な意味での市民と区別して市民運動や市民参加でいう市民を「自由・平等 感覚をもっ 、 に行動 自治 問題を解決うる能力をもったタイプ
(
30)」の人間と理解するのである。松下にとって、市民は「永遠に現実とならないため、つねに
未完にとどまる規範概念」であり、
「この〈市民〉と
いう規範的人間型を前提としないかぎり、
〈愚民〉が前提では民
主政治という考え方自体がなりたたない」の あり、かつ の「財産と教養」 つ名望家市民とは区別して、都市
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化・工業化によって生み出された大衆政治状況のなかで規範概念として設定されたのである
(
31)。
松
下
が
市
民
と
い
う
こ
と
ば
の
再
定
義
を
行
なっ
た
の
は、
「〈市
民〉的
人
間
型
の
現
代
的
可
能
性」(
一
九
六
六
年）と
い
う
論
文
のなかにおいてである。それは、下からのムラ的状況の根本的変革によってではなく、上からのマス状況の拡大、すなわち資本主義工業化の急速な進展によって市民的自発性 条件が整えられてきたからである
(
32)が、経済発展によって
教養と余暇が増大することに伴って市民層が形成されていったという認識によるもの あった。
松下が市民的人間型ということ
ば
を用いるのは、大衆と市民、労働者と市民と区分けするのではなく、大衆は市民
としての側面をも 、労働者階級は市民的自発性をもちうるので、市民性を固定的な属性として理解していないことを
意
味
し
て
い
る。松
下
に
よ
れ
ば
、市
民
エー
ト
ス
と
は、①
経
済
的
自
立
性、②
政
治
的
自
発
性
を
基
礎
前
提
と
し
て、
(ａ
）
教育と余暇による自治能力 拡大、(
ｂ
）自由・平等という生活感情の醸成、という市民感覚の形成である。これは、
ヨーロッパ古代の都市国家、中世の自由都市、欧米近代の 階級に顕著に見られ 徳性であったが、今日 、民主化と工業化の進展 って「市民的人間型はあらためて現代に普遍的な人間型理念として地球規模で」課題 なって
い
る。欧
米
で
は
民
主
化
と
工
業
化
に
よっ
て
労
働
者
階
級
が
広
範
に
市
民
的
自
発
性
を
具
え
て
いっ
た
が、日
本
で
も「高
度
成
長」(
工業化）と「新憲法」(
民主化）によって市民感覚が成熟する客観的条件が獲得された、と理解される
(
33)。
市民参加と市民自治一九六〇年代における市民運動の高まりを受けて松下は、組織的な労働運動よりも自発的な市民運動の側に立った
理
論
構
築
を
行
なっ
て
い
く。松
下
は、市
民
運
動
家
の
論
考
を
集
め
て
編
集
し
た『市
民
参
加』(
一
九
七
一
年）の
な
か
で
市
民
運
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動
の
背
景
と
し
て
国
民
の
政
治
的
成
熟
と
し
て
の
市
民
革
命
の
始
ま
り
が
あ
る
と
指
摘
し、
「こ
こ
で〈市
民〉と
は、都
道
府
県、市
区町村というような行政区画の住民という意味ではない。また小市民層というような特定階層をさしてもちいられるも
の
で
も
な
い。
〈市
民〉と
は、自
由、平
等
と
い
う《共
和》精
神
の
形
成
を
み
た
自
発
的
人
間
型
を
意
味
し
て
い
る(
34)」と
述
べ
て
いる。さらに松下は、市民とは「人間としての誇〔り〕をもち、組織形成・政策提起の能力をもつような自由な人間型であり、しかも天 国家的使命意識ではなく日常的生活感覚で政治に参加し、したがって自己の意見を全真理としてではなく半真理と考える寛容な生活姿勢をもっているがゆえにかえってルールを構成しようとするような行動様式をもっている
(
35)」と表現し、日本においては新たに形成され始めた点を強調している。ここで用いている「半真理」と
いうこと
ば
が
Ｊ
・
Ｓ
・ミルの『自由論』の
鍵
概
念
キー・コンセ
プト
であったように、これは西洋政治思想の伝統を踏まえながらの定
義の試みであ た。
松下が「共和精神」ということ
ば
を使うのも、ヨーロッパの歴史的伝統を踏まえ、市民同士のヨコのつながりを強
調するためであった
(
36)。日本においては共和精神や市民自治の伝統が乏しいが、市民運動の台頭のなかで市民的人間型
の
成
熟
を
見
る
よ
う
に
なっ
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る。
「市
民
的
人
間
型
の
成
熟、し
た
がっ
て
日
常
性
の
内
部
に
お
け
る
自
由・平
等
な共和的人間関係の形成とその民主的ルールの確立という課題は、直接、革命 いし体制変革を追求するのではなく、むしろ革命ないし体制変革の論理を新し 条件のうえにおきかえる作業を 味しており、政治における人間の自由の保障を永遠に問う問題である
(
37)」と認識される。
松
下
は、自
由
を
生
活
レ
ベ
ル
で
の
活
動
と
し
て
捉
え、
「余
暇
と
教
養
す
な
わ
ち
ス
コー
レ
の
増
大(
38)」が
市
民
的
人
間
型
の
成
立
の
条件になっていると捉える。余暇の
増大は、一方で大衆の受動化につながっていく可能性と現実もあるが、他方で市
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民活動の叢生の条件ともなりうる。工業の発展による生産力の増大、民主主義による階層的平準化によって、人びとの
潜
在
能
力
が
増
し、内
発
的
に
市
民
を
形
成
で
き
る
条
件
が
整っ
て
き
た
と
い
う
認
識
で
あ
る。つ
ま
り、
「討
論・組
織・政
策
の
能力が家庭、学校、職場、地域を問わず多様なチャンスをもつようになった。このような自治能力の訓練の日常的蓄積
が
は
じ
め
て
市
民
参
加
を
具
体
化
し
う
る
の
で
あ
る(
39)」。こ
の
よ
う
な
認
識
の
も
と
で
松
下
が
自
ら
の
理
論
的
課
題
と
し
た
の
は、市
民自治を基底に都市における市民共和の可能性を開いていくことであ 。
三
都市型社会と市民自治
一九六〇年代以降の市民運動の広がりに対応して松下は、大衆社会ということ
ば
を一九七〇年代には都市型社会に
置き換え、市民を基底にした政治のあり方を模索していった。その背景には、一九六〇年の安保闘争が大衆動員型の運
動
で
あ
り、大
衆
に
は
受
動
的
な
イ
メー
ジ
が
付
き
ま
と
い、松
下
自
身
が「大
衆
社
会」と
い
う
こ
と
ば
で
は、
「大
衆
は
政
治
的
に〈受動的か能動的〉かという、現代のマス・デモクラシーをめぐる手垢にまみれたム
ダ
な議論にまきこまれてしま
います
(
40)」と述べているように、マクロな視点から社会変革を目指すのにはふさわしい概念ではないことがあった。
都市政治との関わり松下は、都市化を文明史的な転換と捉えるとともに、都市問題の解決を現実的な問題として見定めた。六〇年安保
のあとの課題として地域民主主義の確立が提起されたが、そ 担い手は市民一人ひとりであった。こうして 個人とし
て
の
市
民
概
念
が
再
び
重
視
さ
れ、居
住
地
域
を
基
点
に
し
た
政
治
改
革
が
目
指
さ
れ
た
の
で
あ
る。松
下
は、
『都
市
政
策
を
考
え
松
下
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論
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る』(
一
九
七
一
年）の
な
か
で「一
九
六
〇
年〈安
保〉の
総
括
と
し
て、私
は〈地
域
民
主
主
義〉に
よ
る〈自
治
体
改
革〉を
提
起
し
た
が、そ
の
時
点
で
は
ほ
と
ん
ど
そ
の
問
題
関
心
は
理
解
さ
れ
ず、一
〇
年
を
へ
て
は
じ
め
て
国
民
的
関
心
の
焦
点
に
なっ
て
き
た(
41)」と述べている。松下は、一九六一年に「地方自治」を「地域自治」に変えたらどうかと提案し
(
42)、一九六三年には
地域住民の民主的エネルギーに支えられた市政への自治体政治の組み替えを課題として「地域自治こそ、民主主義の原形質だからであり、これが欠如しているところに、戦後日本民主主義の構造的欠陥がひそんでいる
(
43)」と述べている。
松下が「 方」を「地域」に置き代えたらどうかと提案した
(
44)のは、中央に従属する地方自治からの脱却という意味か
らでもあるが、地域 民主 義の基盤に据え、下からの民主主義を構築していこうという意図からである。また、先の引用箇所で「一〇年をへて」と述べている
のは、革新自治体の群生と自治体改革の進行を指しているが、松下自身、
自治体職員や市民活動家との交流を おし 市民政治学を構築していくことになる
(
45)。
松下は、一九六〇―七〇年代にかけて理論的にも実践的にも都市問題・都市政策に関わり続けた。理論的にという
の
は、
『シ
ビ
ル・ミ
ニ
マ
ム
の
思
想』と『都
市
政
策
を
考
え
る』
、編
著
の『市
民
参
加』を
一
九
七
一
年
に
出
版
し
て
以
降、
『市
民
自
治
の
憲
法
理
論』(
一
九
七
五
年）な
ど
立
て
続
け
に
都
市
に
関
連
し
た
著
書
を
公
刊
し
て
い
る
こ
と
を
指
す。実
践
的
に
と
い
う
のは、自身が住んでいた武蔵野 の都市政策制定に関わり、一九六八年に美濃部都政のもとシビル・ミニマムが東京都の中期計画に採り入れられ、革新自治体の都市政策 理論 バックボ ン なっていったこ 指す。都市問題してさまざまな問題の解決を求められる時代状況の影響下 という側面は否定でき いが、松下には、ロック研究以来の市民一人ひとりが政治の
主体にならね
ば
ならないという規範意識のもとで市民自治の政治理論を展開していくと
いう理論家として 側面 色濃く存在している。
関
法
第
六
六
巻
五
・
六
号
四
〇
(一
七
〇
三
)
都市化、すなわち農村型社会から都市型社会への移行は、工業化に伴うものであり、先進産業諸国に共通する現象
であったが、日本は戦後、急速な復興を遂げ、先進国の仲間入りをしていくという状況があった。そのような急速な社会変動が、公害、環境問題 自然破壊、住宅問題、通勤地獄などさまざま問題を惹き起こし、それらの問題群が都市問題として括られ 都市問題を市民の側から解決していくために役立つ学問が必要 されたので る。松下 場合、それは、都市政策や自治体政策というかたちで実現されていったが、松下はそれにとどまらず、市民自治を基底にして現代都 の諸問題に取り組む理論構築に邁進していったのである。
分節民主主義の制度構想松
下
は、
『市
民
自
治
の
憲
法
理
論』の
な
か
で
は
市
民
自
治
を
基
盤
に
し
て
法
学
的
思
考
を
批
判
し、行
政
法
学
の
再
編
成
を
構
想
している。つまり、憲法学や行政法学 は「市民自治」の発想が欠如しているなかで、これは「官治的集
権性を自治
的分節性へと転換させる可能性の追求
(
46)」の試みであり、政治学者が憲法学や行政法学という隣接学問分野に越境して
いき、法学のあり方に挑戦した点で大胆かつユニークであった。松下は、市民運動の提起した問題を積極的に取り込み、市民を基軸にして、行政法学の基本発想の転換を迫っているのだが、そのさい市民 「自由・平等という共和感覚
を
もっ
た
自
発
的
人
間
型、し
た
がっ
て
市
民
自
治
を
可
能
と
す
る
よ
う
な
政
治
へ
の
主
体
的
参
加
と
い
う
徳
性
を
そ
な
え
た
人
間
型(
47)」と定義している。松下が構想する分節民主主義のシステムというのは、次の五つのレベルから構成されている。Ⅰ
参政権
―
―
とくに言論・集会・結社の自由
松
下
圭
一
の
都
市
論
四
一
(一
七
〇
二
)
Ⅱ社会分権
―
―
地域・職域・大衆組織、それに教育・文化における自治
Ⅲ
複数政党制
―
―
複数の政策・体制の選択可能性
Ⅳ
機構分権
―
―
（
⚑
)地方分権、(
⚒
）権力分立と議会の優位、(
⚓
）法の支配
Ⅴ
抵抗権
―
―
悪政に対する抵抗や革命
(
48)
このうち
Ⅰ
、
Ⅳ
、
Ⅴ
は、ロックによって定式化された立憲民主主義的原理だが、それらを
Ⅱ
と
Ⅲ
によって拡充して
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
が、現
代
的
課
題
で
あ
る。松
下
は、
『都
市
政
策
を
考
え
る』の
な
か
で
は、
Ⅲ
の
複
数
政
党
制は「政党活動の自由
(
49)」としていたものだが、ここでは「複数政党制」と改訂され、マクロな政治体制の選択につな
げている。そのことによって、分権型システムのなかで自治を積み重ねていくという構想であることを明確化している。
分節民主主義とは、これら五つのレベルで市民的自由
(自由権）を確立していくとともに、市民福祉の充実を図っ
ていくことを意味し、その力点は市民自治による
①
政策
決定、②
政策執行、③
政策責任を担いうるシステムを、
自治体、国の各レベルで構成していくところに置かれている
(
50)。それは、市民運動を媒介にして国民主権を活性化する
ことを意味しており、自治体 国 さまざまなレベルで下から上への政策形成の回路を開いていくこ と、市民の参加の実効性を高め いくことをねら としている。この構想は、基本的には近代政治原理に依拠しながら、日本では官僚機構や行政権が官治型であったので、市民自治を基底 据えたシステム 転換していこうという制度構想である。
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市民自治の発現形態市民自治を成り立たせる分節民主主義とは、社会分権を前提にして、さまざまなレベルでの自治を実現していくこ
とである。それは、直接民主主義を地域や職場に叢生させていくということになる。松下の議論は、すでに「市民活動」 いう視点を含んでいた。市民参加によって下からの政策形成に参加していくとともに、市民自治が市民文化を生み、自発的人間型の条件になるという考え方である
(
51)。松下は、共和政治が市民的徳性を生み出すというヨーロッパ
の中世自由都市の伝統に注目し 小規模政治が共和政治の源泉だと認識している。そして、もちろん国 レベルと居住地域のレベルでは違いがあり、市民の共和精神 発揮され のは地域における市民参加であろう。松下は、地域民主主義のレベルで市民参加の理論 模索していたわけであり、しかも政策的 も有効な理論構築を目指した。松下は、「すべて国民は、健康で文化 な最低限度の生活を
営む権利を有する」という憲法第二五条をプログラム規定として
ではなく、生活権 保障として読み直し、 を具体化するために「シビル・ミニマム」の概念を説いた。
松下の説明によると、シビル・ミニマムということ
ば
は、イギリスの『ベバリッジ報告』のナショナル・ミニマム
をもじった和製英語で一九六五年前後に自治体専門家のあいだで造られたこと
ば(
52)だが、松下はそれに積極的な意味づ
けを行なったのである。つまり、生活権という意味とともに「都市生活公準」という意味を付与した。たとえ
ば
、下
水道普及率一〇〇
％
を政策目標として設定し、実現させていけ
ば
、福祉の向上に役立つという発想である。住宅配置、
日照・緑地、あるいは集会施設など、都市計画にも活用 き また、シビル・ミニマムの設定を市民参加で行なっていくこと、すなわち地域におけ 公害規制 基準の設定、市民施設 基準の設定などを ぐって討論するこ は、市民教育的機
能もあるという
(
53)。さらには、自治体で先駆的な試みをすることによって国家レベルでの政策にも影響を
松
下
圭
一
の
都
市
論
四
三
(一
七
〇
〇
)
及ぼすこともできる、という理論構成である。
松下は、地域における民主主義の確立と都市自治体の政策形成への参加
というかたちで市民自治を実現させようとしていた。シビル・ミニマムは東京都だけでなく多くの革新自治体で採り入れられた。のちに財政の裏づけがない モノトリ主義になると批判される に、六〇年代の高度成長期には福祉の充実に役立ったとはいえ、行財政改革や都市経営の視点も重要なこと 松下自身、認識していた。市民 の観点からは 全体を見渡す視点を市民一人ひとりがもたね
ば
ならないし、行政は情報を公開してい
かね
ば
ならないことは、自明であった。重要なのは、市民が当事者として
責任をもって参加し、都市環境や生活様式を変えて くことが きる制度的な枠組みを作っていくことであり、シビル・ミニマムの提起はそのための一段階と位置づけることである。市民自治は、基礎自治体におけ 継続的な市民活動によってなされるのであ
り、自治体の市民会議や専門委員会
だけで く、さまざまな問題関心で形成された市民団体の運営、および市民団体を媒体にして自治体の政策決定 行なっていく 発現していくのである。
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①社会保障
老齢年金・健康
保険・雇用保険
+介護・介護
市民施設・都市
・情報装置+公
営住宅
公共衛生・食品
衛生・公害
②社会資本
③社会保健
生存権
共用権
環境権
生活権
労働権所得保障 地域生産力
シビル・
ミニマム
社会権 公共政策
経済開発
（雇用政策）
貧困問題
（福祉政策）
都市問題
（都市政策）
環境問題
（環境政策）
図 1 都市型社会の生活・政策構造
出所：松下圭一『現代政治＊発想と回想』（法政大学出版局，2006年）56頁。
都市政策の主体松下は、
『政策型思考と政治』(
一九九一年）のなかで自治体レベルでの政策型思考の重要性を説いている。そこに
収められた論考は、一九六〇年代から自治体改革、都市政策に関わり続けた松下の思考を集約したものである。政策型思考とは構想、計画 実行を試行錯誤しながら模索していくことであ 、さまざまなレベルでなされるが、市民が都
市
計
画
の
主
人
公
に
な
ら
ね
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
る。つ
ま
り、
「今
日
で
は、市
民
自
体
が
各
レ
ベ
ル
の
政
府
政
策
の
構
想・策
定・実現ないし立案・策定・執行の各段階に、直接、参加するだけではない。まず 市民の問題解決の模索活動こそが、各
レ
ベ
ル
の
政
府
政
策
の
土
台
を
か
た
ち
づ
く
る。批
判
と
参
画
と
い
う〈市
民
参
加〉
、つ
ま
り〈市
民
活
動〉が
政
府
の
土
台
である
(
54)」とされる。
し
た
がっ
て、市
民
参
加
は、日
常
的
な〈市
民
活
動〉と
し
て
捉
え
な
お
さ
れ
て
い
る。市
民
活
動
は、
「自
治
体、国、国
際
機
構の各政府レベル」で展開されね
ば
なら
ないし、市民は市民活動をとおして政治的に成熟していくのである
(
55)。日本の
場合、官治型の情報公開 市民参加の制度が成立しているので、それを市民自治型に変えていく必要がある。市民活動
は、人
権・平
和、福
祉・都
市・環
境
問
題
か
ら
地
球
規
模
で
の
共
通
課
題
に
取
り
組
む
と
い
う
普
遍
性
が
あ
り、ま
た
争
点
に
よって発生・消滅し、誰も 参加 きる「個人参加の柔らかいサークル型の組織」として理解される
(
56)。
松
下
に
とっ
て、都
市
政
策
の
主
体
は
共
和
精
神
を
もっ
た
市
民
と
市
民
精
神
を
もっ
た
行
政
職
員
で
あ
る。松
下
は、
『都
市
政
策
を考える』の第
Ⅴ
章に「都市政策を市民の手で」という章題を付けているように、市民が都市政策やまちづくりの主
人公となれ うな制度的・理念的な枠組みを提示することに全力を注いだのである。一つは、シビル・ミニマムの策定をとおしての政策学的思考の習得であり、もう一つは、市民自治を基底にした制度の組み替えである。松下は、
松
下
圭
一
の
都
市
論
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「自治体は、市民自治を活力とする公共機構であって、国はこの自治体の相互調整ついで戦略誘導を課題とする統合機構にすぎない。民主主義の原型はまず自治体においてこそ確立され、自治体連合を基盤としてそれが国へと機能的に統合されるという連関において自治体を位置づけ、その改革の方向を設定しなけれ
ば
ならない
(
57)」と述べているよう
に、都市自治体に注目して、市民自治を基盤にした民主主義 徹底を構想していくのである。都市が重要なのは、共和主義的伝 の発祥の場であり が日常的に政治に関われる空間だからである。
松下は、共和主義の伝統が希薄な日本のなかにあって「市民共和」ということ
ば
を使い続けた数少ない政治学者で
あ
り、
「市
民
が
み
ず
か
ら
自
治
に
習
熟
す
る
チャ
ン
ス
は、ま
ず
市
民
に
身
近
な
自
治
体
レ
ベ
ル
か
ら
は
じ
ま
る
と
い
わ
な
け
れ
ば
な
らないだろう
(
58)」と述べているように、共和政治の実現を市町村レベルでの自発的な市民の参加政
治に期待し、ムラ的
な共同体の崩壊がその条件 なると考えて る とはいえ、このムラ的秩序の岩盤は強く 市民運動の組織にも官僚制やボス支配が生まれる可能性もあ こと 留意するなら、松下も自覚していたことだが、市民自治へ 道は険しいと
言
わ
ざ
る
を
え
な
い
が、松
下
が「政
治
の
転
換
に
は
た
し
か
に
時
間
が
か
る。旧
来
の
(⚑
）政
治
思
想、(
⚒
）政
策・制
度
は
日常化し、組織化して るだけでなく 肉体化 ているからである。市民文化の形成には れゆえ 数世代以上の世代交替による文 変動ともい べき時間がかかる
(
59)」と述べているように、世代を超えた課題になるにせよ、市民
自治による市民共和への道を歩んで く だという が松下の信念である。 は、そ ための条件を整え いくように自治体改革を進めていかね
ば
ならないと考え、自ら実践したのである。
松
下
に
とっ
て
市
民
自
治
は、市
民
共
和
へ
の
道
を
拓
く
と
と
も
に「自
由
の
王
国」を
実
現
す
る
道
で
も
あっ
た。市
民
自
治
に
よって国家から強権的性格 剥ぎ取ることができるからである。松下の市民自治の思想 は、
「国家の死滅」という、
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マルクスの思想の投影を見ることもできるであろう
(
60)。市民自治による市民福祉の実現を目指したシビル・ミニマムは、
生活保障という、社会主義のかつての課題を生活権というかたちで民主政治の基本価値に組み込んだものだった
(
61)。シ
ビル・ミニマムを基点として、ナショナル・ミニマム、インターナショナル・ミニマム
(グローバル・ミニマム）を
提起していくべきだという壮大な構想に ながってい のだが、居住拠点 ある都市社会が変革の起点にならね
ば
な
らないということである。現実には都市自治体が国家の強制権能を奪い取っていく、すなわち、生活空間としての都市自治体の権能を増大させて くこ によってしか、実現 ないであろ 。したがって、国家に取って代わる権力の集積地としての都市についての文明論的考察が必要に るの あ 。
四
都市の文明論的考察
松下の都市についての考察は、政治学の枠を超えた視座からなされていることに留
意しなけれ
ば
ならない。松下は、
政治学、行政学を専門にしているが、その関心は、憲法学、行政法、科学論、都市工学、国際政治、国際機構論など社会科学のほぼ全領域に及び
(
62)、法学に関しても独自の斬り込み方をしているが、松下の多様な問題関心の磁場となっ
ていたのが都市であり、現代都 を歴史的な視点から捉えなおし マクロな議論を展開し 点に最大の特徴がある。松下は、都市政治の実証分析にとどまらず、 問題に総合的・ 際的に取り組み 都市をどう改造したらよいかという政策科学的な都市科学
(
63)を構築しようとする意図をもっていただけではなく、都市の本質を文明論的に把握し
ようとしていたのが際立っていた。
松
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歴史のなかの都市松
下
は、
『都
市
政
策
を
考
え
る』の
な
か
で、政
治
理
論
の
立
場
か
ら「市
民
共
和」の
伝
統
を
探
る
に
と
ど
ま
ら
ず、都
市
を
文
明論的な観点から捉えなおしている。松下によれ
ば
、農業社会の成熟の一定段階、いまからほぼ五〇〇〇年前に、メ
ソポタミア、エジプト、インド、中国の四大河川周辺に都市が成立し、都市の成立は同時に文明の誕生であった。農業
を
原
型
と
す
る
文
化
(culture）を
基
礎
に
都
市
が
成
立
し、そ
こ
に
文
明
(civilization）が
発
展
し
て
いっ
た
と
い
う
理
解
で
あ
る(
64)。こうして生まれた「都市 原型は、村落共同体から自生した都市国家であった。それは穀倉と神殿と城塞を中心
に構築された。すなわち農業生産力の上昇にともなってうまれた農業生産物の余剰が、農民たちによって穀倉に蓄積されたが、この穀倉の防衛・争奪をめぐる村落共同体相互の対立・連合の過程で王権が発生していく。すなわち〈権力〉の発生である
(
65)」。
都市は、人びとが集住することによって生まれたも だが、松下は、都市に富と権力が集中し、富の管理、権力の
命令、情報の蓄積の媒体として「文字」が生まれたと理解している。都市の興亡は文明の興亡であり はその後背地の農業余剰生産物 支配ないし交換に依存してい のである。産業革命を経て二〇世紀に入って、欧米では一九三〇年代に、日本では一九五〇年代に工業化が成熟段階に達す と、急速な都市化が進行し、五〇〇〇年間にわたって都市対農村 人口比率 対九だった が、九対一に逆転していったのであ 化というのは、農村から都市への人口移動であり 働き場所を求めて都市 集まってくる現象であり 工業化自 は全世界的な現象だから、遅かれ早かれ都市化はどこ でも訪れるという認識である 脱工業化は、第二次産業から第三次産業へのシフトであり「工業原理」そのものは変わらず続いていき、工業化 一部と認識され 脱工業化
によって都市化自体が変わること
関
法
第
六
六
巻
五
・
六
号
四
八
(一
六
九
五
)
はない
(
66)。
松下は、このような急激な変化を「都市革命」と名づけ、王が君臨していた、かつての都市では、都市の造型は王
かその意向を受けた建築家が行なっていたが、現代都市においては、市民が都市政策を策定していくべきだと考える。それは、自発的 人間とならないとできな わけであり、 民とし の成熟を理論的に要請するのである。松下によれ
ば
、「市
民
と
は、私
的
つ
い
で
公
的
な
自
治
を
実
現
し
う
る
自
発
的
な
人
間
と
なっ
た
私
た
ち
み
ず
か
ら
で
あ
る。そ
れ
は、か
つ
てブルジョアジーといわれたよう 意味での特定階層の属性でも また町民、村民などという行政区画による分類でも
な
い。そ
れ
は
今
日
ひ
ろ
く
都
市
勤
労
者
層
の
内
部
か
ら
醸
成
さ
れ
て
く
る
人
間
型
な
い
し
エー
ト
ス
と
み
な
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い(
67)」。客観
的
条
件
と
し
て
は、
「余
暇
と
教
養」の
増
大
で
あ
る。こ
れ
が
工
業
化
に
よっ
て
起
こ
る
と
い
う
の
は、機
械
が
人
間
に
取っ
て代わり、人間が次第に労働から解放され、古代ポ
リスの市民が政治を生活の一部としたように、労働者階級が市民
になりうると う条件が形成されていくからである。歴史的には市民は特権者であったが、現代では市 は勤労者であり、松下の用語では「プロレタリア化した市民たち
(
68)」であり、エリートでも特権階級でもない。もちろん、このよ
うな条件が形成されたからといって、市民の関心が政治よりも私生活 向けられ くこともありうるし、また 第三次産業化やグローバル化のなかで競争が激化して 長時間労働が続いている いうその後の展開から見 松下の見方は楽観的にすぎると言えるか しれない。戦前 国家に奉仕していたが、戦後は企業に奉仕するとい 心性は変
わっ
て
お
ら
ず、企
業
社
会
の
管
理・抑
圧
が
時
間
的・精
神
的
に
市
民
を
圧
迫
し
て
い
る
と
も
言
え
る。し
か
し、松
下
は
巨
視
的・規範的な視点から現実を見よ としていたことに留意しなけれ
ば
ならない。松下自身、市民的成熟には時間がか
松
下
圭
一
の
都
市
論
四
九
(一
六
九
四
)
かることは承知しており、これこそ政治理論の機能なのだが、変化の諸相を長いスパンで見る必要があること、理念から事実を批判し、現実を向き代えていく必要を自覚していたのである。
生活様式としての都市松下は、社会主義に肩入れしていたが、資本主義から社会主義の移行が必然なのではなく農業社会から工業社会へ
の移行が必然なのだと認識している。工業化が必然だとすれ
ば
、農業社会に後戻りすることはできないということで
ある。都市化とはたんに農業従事人口が急速に減少していくということではなく、機械化と都市の生活様式が農村にも及んでいくということである。つまり、農村も都市化 るのであり、この過程は不可逆的だということである。
松下は、都市を「生活様式」として捉え、都市が人間の普遍的な「生活様式」になったと理解している
(
69)。つまり、
「今日では、体制を問わない の工業化の成熟過程で 農 は工業化し とともに、現代
の都市的生活様式は農
村にも波及して伝統的な村落の生活様式を崩壊させ、農村の生活様式は急激に接近するにいたる。この農村の 化の媒介項としては、農業の機械化、農村へ 工場進出、農村から都市への通勤労働者の増大 農民の高学歴化 大量消費・マスコミの農村浸透、さらには村落の都市的再編と の の形成などをあげる ができる
(
70)」という。
この過程は不可逆的であり 現代は文明史的に言って「汎都市化」 段階に入ったという理解
(
71)。このように考
えると、都市と農 は対概念 なく、通態的 概念であり、 のなかにも 村的な文 、ムラ的な 素はあり、農村にも都市化が及び、都市的生活様式が定着して るというこ である。したがっ 、都市は制度や産業の面からだけでなく、市民文化、すなわち市民的共和の政治文 を育む、人び が直接交流する空間として考 かね
ば
な
関
法
第
六
六
巻
五
・
六
号
五
〇
(一
六
九
三
)
らない。
松下の都市論で重要なのは、都市が交流拠点としての意味をもっているという認識である。松下は、日本語の《都
市》と
い
う
単
語
の
都
と
市
は
意
味
が
違
う
こ
と
を
強
調
し
て
い
る。都
す
な
わ
ち
ミ
ヤ
コ
が「政
治
支
配
者
の
管
制
高
地」
、歴
史
的
には「王城の地」であったのに対し、市すなわちイチは「地域経済圏あるいは広域交易街道にもとづいた交流拠点」で
あ
り、
「物
流
だ
け
で
な
く、同
時
に
人
流・情
報
流
の
結
節
と
い
う
か
た
ち
で
の
ヒ
ロ
バ」だっ
た
と
い
う
事
実
を
指
摘
し
た
う
え
で、明
治
期
の
啓
蒙
思
想
家
が
citizen
を「イ
チ
の
民」と
い
う
意
味
で
の「市
民」と
訳
し
た
の
は、こ
の
よ
う
な
文
脈
を
よ
く
理
解していたからだと述べている
(
72)。松下が示唆するように、都市には、異文化や異民族との交流の機会が多く、そのよ
う
な
他
者
と
交
流
を
と
お
し
て「開
か
れ
た
社
会」を
形
成
し
て
い
く
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ
る。
「開
か
れ
た
個
人」と
し
て
の
市
民
が培ってきたのが、市民文化である。
市民文化の可能性松
下は、一九八〇年代以降、市民文化や自治体改革への関わりを深めていき、市民文化の概念の重要性を喚起して
いる。松下は、
『市民文化は可能か』(
一九八五年）のなかで市民文化について文明史的に考察している。市民文化は、
ム
ラ
文
化
に
対
立
し、ム
ラ
文
化
を
転
換
し
て
い
く
規
範
原
理
で
あ
る。ま
た、
「官
治」型
の
行
動
様
式
と
も
鋭
く
対
立
す
る
概
念
で
も
あ
る。市
民
文
化
と
は、
「市
民
が
当
然
も
つ
で
あ
ろ
う
よ
う
な
生
活
様
式、あ
る
い
は
価
値
意
識・行
動
準
則、そ
れ
に
と
も
な
う
表現活動によってうみだされる文化状況
(
73)」を意味するが、地域個性をもっており、その中身を特定することはできな
い。しかし、松下が「地域個性をもつ特定文化圏が 異文化との交流 過程 活力を増大し、普遍的 性格をもつに
松
下
圭
一
の
都
市
論
五
一
(一
六
九
二
)
いたるとき、これを〈文明〉と呼ぶ
(
74)」と述べているように、市民文化は、特定地域を超え出て、世界共通文化の一部
となりう 性格をもった価値意識・行動様式を意味している。
言
い
換
え
る
な
ら、市
民
文
化
と
は、市
民
の
形
成
を
可
能
に
す
る
政
治
文
化
で
あ
る。松
下
は、
『市
民
文
化
は
可
能
か』の
な
か
で市民とは「自由・平等という価値意識ないし自治・共和という行動準則をもつ人間型である。もちろん恋もし怒りもするが、市民性をもった普通の人々」であり、こういった 識をもつ市民は、古代地中海文化圏で生み出され、近代
ヨー
ロッ
パ
文
化
圏
で
定
型
化
さ
れ
た
も
の
だ
が、
「今
日
で
は、市
民
と
は、日
本
も
ふ
く
め
て、工
業
化
＝
民
主
化
を
背
景
に
地
球大のスケールでひろがる普遍概念」 して理解する必要があるとしている
(
75)。つまり、市民文化は都市型共和政治を
可能にするのが市民文化であり、それは市民活動の基盤に るものである。
古
代
の
地
中
海
世
界
で
花
開
い
た
の
が
共
和
政
治
で
あ
り、
「共
和
政
治
に
お
け
る
治
者
と
被
治
者
の
循
環
が
は
じ
め
て
市
民
を
つ
く
る。市民とはその一人ひとり 王のごとく〈統治〉 おこないう 自治能力をもつこ である
(
76)」という。アリストテ
レ
ス
や
マ
キ
ア
ヴェ
リ
に
せ
よ、治
者
と
被
治
者
の
循
環、す
な
わ
ち
交
代
が
問
題
に
なっ
て
い
た
の
で
あ
り、
「治
者
が
永
遠
に
治
者
であれ
ば
、被治者は永遠に被治者にとどまることになる。その結果、被治者は被治者としての行動様式しかとれず、
そ
れ
が
習
俗
な
い
し
資
質
と
なっ
て
し
ま
う。東
洋
専
制
の
風
土
が
ま
さ
に
こ
れ
で
あ
る(
77)」。ア
リ
ス
ト
テ
レ
ス、モ
ン
テ
ス
キュー、
ルソーという、共和主義的思想家に共通するのは が一日で形成されるもの は という認識であ 。というの
も、市
民
が
身
に
付
け
ね
ば
な
ら
な
い
の
が、市
民
的
徳
性
(civic
virtue）と
市
民
的
礼
節
(civility）で
あ
り、そ
れ
は
市
民
教
育
や
参
加
の
実
践
に
よっ
て
可
能
に
な
る
の
で
あ
り、そ
れ
に
は
長
い
時
間
を
要
す
る
か
ら
で
あ
る。ま
た、
「市
民
文
化
と
は、み
ずから政治に参加して自治に習熟するようになった市民たちによってつ ら ていく文化状況
(
78)」であり、市民文化の
関
法
第
六
六
巻
五
・
六
号
五
二
(一
六
九
一
)
中核には「自治による共和」がある、と認識されている。マキアヴェリ、モンテスキュー、ルソーが古代都市国家や中世自由都市をモデルに近代国家の構成原理を考えた
(
79)ように、共和政治は都市を単位に成り立つ小規模政治に源泉を
もっていた。
小規模な政治への参加を日常的なものにすることによって市民は政
治的に成熟していくのである。市民となっていくのは言論活動によって
説
得
し、説
得
さ
れ
る
と
い
う
実
践
を
と
お
し
て
で
あ
る。し
た
がっ
て、
「共和政 はかならず第一に都市、第二に広場あるいは議場、第三に弁
論
を
必
要
と
し
た
の
で
あ
る(
80)」。つ
ま
り、対
話
や
弁
論
を
示
す
空
間
と
期
間
が必要とされ、さまざま 市民活動のなかで用意されていくのが、市民性形成の現代的なかたちである。松下 よれ
ば
、「個人の《市民性》
を日常のなかで〈訓練〉し、市民としての〈熟度〉つまり〈品性・力量〉 たかめる
(
81)」のが市民文化である。
松下が市民の文化活動、すな
わち市民活動に注目するのは、市民性
を滋養していく媒体に るからであり、現代 おける小規模政治ともいうべき活動形態だからであ 。市民文化を根づ せ ためには、政治イメージを国家統治＝官治・集権型
(国→自治体→市民）から市民
自治＝自治・分権型
(市民→自治体→国家）に変えていく必要がある
(
82)。
松
下
圭
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図 2 日本の政治行政の転換
官治・集権型 自治・分権型
外国モデル 国
県
市町村
市民
国
県
市町村
市民
国家統治 市民自治
＊県は広域自治体、市町村は基礎自治体を意味している。
出所：『現代政治＊発想と回想』149頁の図をもとに作成
日本においては、国家統治型の呪縛からの解放がなけれ
ば
、市民文化の成熟はありえないということである。
その意味で松下は、一九八〇年代から社会教育という発想自体を根底的に批判し、市民主体の市民学習、文化活動
への転換を主張した。松下によれ
ば
、そもそも「成人をなぜ官庁ないし行政が教育しうるのか」ということであり、
教
育
は
義
務
教
育
で
の
基
礎
教
育
限
り
に
し
て、
「成
人
の
学
習
と
は、い
つ
で
も、誰
で
も、ど
こ
で
も
学
習
つ
ま
り
文
化
活
動
で
き
る自由であって、言論・思想・集会・結社の自由が基本な である。そこには〈施設〉があれ
ば
よいのであって〈事
業〉は不必要である
(
83)」と述べている。地域の小規模な施設は「市民設計・市民管理・市民運営の多目的複合施設
(
84)」に
す
べ
き
で
あ
り、
「講
座
型
の
学
習
活
動
に
し
て
も
自
由
に
市
民
た
ち
が
サー
ク
ル
を
つ
くっ
て
市
民
相
互
に
講
師
に
な
る
か、自
分
の
好きな講師を無料あるいは費用 だしあっ 呼んでく
ば
よい
(
85)」のであり、市民誰でもが講師になって互いに学び合
え
ば
よいのであって、行政が指導・教育すべきではないということである
(
86)。
直接顔を合わせ活動できるのは地域的に限定された空間であり、恒常的に活動するには共通の関心事が必要である。
文学、美術、音楽、生け花、俳句、民謡も文化 が、そういったインテリア型の私文化 はなく、公共空間におけるエクステリア文化が市民文化なので 。そのような視点に立つなら、行政のあり方も変わっていかね
ば
ならない。
松
下
が、行
政
が
市
民
活
動
に
寄
与
す
る
た
め
に
な
す
べ
き
こ
と
と
し
て、①
文
化
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
推
進
―
―
地
域
の
文
化
潜
在
力
を
総
合
的
に
発
掘
し
て、政
策
情
報
と
し
て
公
開
す
る、②
市
民
討
論
の
提
起
―
―
市
民
に
よ
る
市
民
へ
の
問
題
提
起
と
討
論
の
場
を
自
治
体
が
過
渡
的
な
意
味
で
つ
くっ
て
い
く、③
市
民
施
設
の
適
正
配
置
―
―
人
口
一
万
ぐ
ら
い
を
単
位
と
し
た
市
民
設
計・市
民
管
理・市民運営の地域センターの配置、 の各ブロックや町村単位
の中型多目的施設の配置などをあげている
(
87)ように、
行政は、 活動 補助的な役割に徹すべ だということである。
関
法
第
六
六
巻
五
・
六
号
五
四
(一
六
八
九
)
松下は、一九六〇年代後半から七〇年においてシビル・ミニマムを自治体改革の中心に据えたが、一九八〇年代以
降文化行政、行政の文化化に目標を転換していった。それは、下水道一〇〇
％
などシビル・ミニマムが充足され、そ
の量的達成ではなく、質的達成が重要だと考えたからである。革新自治体が退潮していくなかで、松下は分権改革、
文化行政などをとおして長期的な展望のなかで市民自治の可能性を開いていこうとしたのである。そのさい鍵概念となったのは、市民活動である。
都市に関連して重要な市民活動は、緑化と再開発に市民が参加する
こ
と
で
あ
る。
「都
市
が
美
し
く
風
格
を
も
つ
よ
う
に
な
れ
ば
、文
化
の〈私〉
構造も〈市民〉構造にくみかえられる。その過程でインテリア文化も市民にひらかれていく。街のな に彫刻がおかれ、広場での演奏も見られ、美術館・博物館も緑にかこまれる。都市の街並みがあらためて絵画や小説あるいは映像の題材 もなるだろう。そこに
描かれた都市
のイメージは また市民たちに愛され継承さ て
(
88)」いき、市民同士の
交流や都市との関わり方が芸術の題材となる。緑豊かで風格 都市を再創造していくのは市民自身であり、自治体改革は市民活動、自治体職員と市民の相互交流によって方向づけられ
―
―
「都市を美し
くするには、市民が をみなおし、政治・行政の文化水準をあげて
松
下
圭
一
の
都
市
論
五
五
(一
六
八
八
)
図 3 日本型都市整備段階
下水道
地域人口曲線
緑・再開発
集会・福祉・
文化施設
保育園・幼稚園・遊び場
道路舗装・学校・
病院
水道・電気
都市成熟
第Ⅴ段階
第Ⅰ段階
第Ⅱ段階
第Ⅲ段階
第Ⅳ段階
人口増大
出所：松下圭一『市民文化は可能か』（岩波書店，1985年）193頁
いかね
ば
ならないのである。職員は、職員である前に、まず、市民でなけれ
ば
ならない
(
89)」ということである。
自治体改革の方向性松下は、一九六〇年に地域民主主義と自治体改革ということ
ば
を造語したという。自治体改革は、構造改革にヒン
トを得て造られた用語であり、国家統治から市民自治への政策転換を意図していた。それから四〇年をかけて二〇〇〇年になっ ようやく地方自治法の改正が行なわれ、機関委任事務が廃止され、自治体
(地方政府）が市民の政府と
なる法的条件が整ったのである。松下はその間、一貫して 体職員や市民活動家と交流しながら自治体改革の具体策を提示し続けた。
市町村は基礎自治体であり、都道府県が広域自治体である。基本は、市町村レベルでの自治であり、他市町村にま
たがる問題については広域自治体が担当し、さらに国全体の調整を必要とする問題は国が、そ ぞれ独立の政府として担当す 、補完性の原理がとられるべき
だとしている。自治体を起点として三分化した政府がそれぞれ独自の権限
と役割をもつという考え方である。松下が「この各政府レベルでは、市民が主権をもち、市民による《信託》というか
た
ち
で、長・議
会
が
市
民
の〈代
表
機
構〉
、職
員
は
こ
の
代
表
機
構
の〈補
助
機
構〉と
い
う
位
置
づ
け
と
な
り
ま
す。と
す
れ
ば
、国
の
官
僚、自
治
体
の
職
員
は、下
か
ら
の〈市
民
参
加〉
、つ
い
で
上
か
ら
の〈長・議
会〉と
い
う
か
た
ち
で、二
重
に
市
民
が制御する、市民の代行機関にとどまり、もはやオカミではありえません
(
90)」と言うように、市民が主権者であり、政
府は道具に ぎないという方向に変えていかね
ば
ならないということである。
松下の自治体改革論は、具体的で詳細だが、構造改革論と同じように、長いスパンで取り組まね
ば
ならないという
関
法
第
六
六
巻
五
・
六
号
五
六
(一
六
八
七
)
と
こ
ろ
に
眼
目
が
あ
る。持
続
的
に
問
題
に
取
り
組
む
市
民
活
動
が
重
視
さ
れ
る
所
以
が
あ
る。松
下
は、
『岩
波
講
座
現
代
都
市
政
策
Ⅰ
』所収の論文「都市をどうとらえるか」(
一九七二年)
のなかで、自治体改革の課題として、
「（
⚑
）市民の政治的
自発性の喚起、(
⚒
）市民生活基準としてのシビル・ミニマムの保障・拡充、(
⚓
）地域生産力の適正整備をふくむ都
市改造・農村改造の実現、(
⚔
）自治権の拡大ないし自治体連合による国の政治・経済の再編、(
⚕
）自治体機構の民
主的能率化
(
91)」をあげている。また、マルクスが予測しなかったような人類的問題が都市に集約的に現れているのであ
り、都
市
政
策
は
都
市
問
題
を
解
決
す
る
だ
け
で
な
く、永
続
的
な
課
題
と
し
て「平
和
政
策
(こ
と
に
戦
争
問
題）
、開
発
政
策
(こ
とに南北問題）とならんで、人間的自由をめざす人類史の現代的三戦略課題をなし、そこで人間の総体的可能性が問われているのである
(
92)」と述べ、文明の転換軸の一つに位
置づけているが、その後の理論展開もこの線を深めるもので
あった。ただ、七〇年代以降の革新自治体や先駆的自治体での実際の改革を採りいれ、文化化、国際化も強調するようにな ていった。方向性としては、現代日本の都市は、分権化、国 化、文化化
(個性的で人間らしく生きていく
ための市民文化形成）を目指すべきであり、都市型社会で 個人ができることは「個人自治」で解決し、個 で解決できない事柄は、各政府レベルで補完していく
(
93)ということであり、市民を起点とする「批判と参画」の発生源を多
元化・重層化することによ て実務レベルでも市民性を身に付けていくこと である。
国際化は、自治体外交も含み、国境を越えて都市間で連携を深めていくことを意味している。文化化は、市民が都
市計画やまちづくりに参加し、文化の見える魅力的な街にしていくことである。行政職員は、政策実務に長けているだけでなく、財務に責任をもたね
ば
ならない。市民は、日常の問題を共通の問題として取り上げ、地域の生活条件の
改善のために生活の一部を充てる。自由 人が行き来し、交流する拠点 して、 世界に向けて先駆的な試みを
松
下
圭
一
の
都
市
論
五
七
(一
六
八
六
)
発信していく場になるであろう。
自治体の平和政策松下圭一は、
『自治体の国際政策』(
一九八八年）という本を編集しているように、自治体職員や市民活動家から学
びながら、都市を磁場にして平和政策の理論を構想していった。松下は、次のように国際社会を重層的に捉え、国家を相対化しようとしている。
Ⅰ
市民レベル
―
―
国境を越えた個人個人の市民活動
Ⅱ
団体レベル
―
―
多様な機能団体や企業、大学、文化団体の国際活動
Ⅲ
自治体レベル
―
―
国内体制の分権化に伴って自治体が国際活動の主体となる
Ⅳ
国レベル
―
―
国際社会においておける国家の絶対的優位性の崩壊
Ⅴ
国際機構レベル
―
―
国際連合や国連組織や国際組織
(
94)
国連をめぐる
Ｎ
ＧＯ
の国際市民活動は
Ⅰ
と
Ⅴ
を結びつけ、
Ⅱ
では国際専門機関と連携することで
Ⅴ
と結びつく。
Ｅ
Ｕ
のような地域統合は
Ⅳ
のレベルに入れられるが、ここでは補完性の原理がとられ国民国家の優位性は低下する。こ
うして、国家中心の縦
割りの国際社会は、横につながりながら重層化しているという認識である。国家中心モデルか
らの脱却ということは、国際政治学で言われてきたことではあるが、松下は市民自治の可能性を拡げていくという視点
か
ら
こ
の
動
態
を
展
望
し
て
い
る。こ
の
方
向
で
は、政
府
は
地
方
政
府
(自
治
体
政
府）
、中
央
政
府、国
際
政
府
と
い
う
三
層
構
造で考えていくべきだということになる
(
95)。市民自治の視点から言え
ば
、あくまで自治体と市民団体を基点に据え、市
関
法
第
六
六
巻
五
・
六
号
五
八
(一
六
八
五
)
民自らが基点となって交流圏・協力関係を形成していくことが重要であり、具体的な市民活動によって積極的平和を実現していくことができるのである。
一九七〇年代から民際交流や民際外交ということが唱えられたが、松下によれ
ば
、これは日本の文脈で国際が国家
間
(inter-state）と考えられてきたためで、
「国際のそもそもが
inter-nation
つまり民際であったことを想起しよう。
一
九
世
紀
初
頭、ベ
ン
サ
ム
が〈国
際
法〉を
め
ぐっ
て
international
law
と
い
う
言
葉
を
造
語
し
た
と
き、彼
は
ま
さ
に
inter-
state
で
は
な
く、i
nter-nation
つ
ま
り
民
際
を
想
定
し
て
い
た
の
で
あ
る(
96)」と
言
わ
れ
る。国
連
(U
nited
N
ations）も
nation
の
連
合
で
あ
り、s
tate
の
連
合
で
は
な
い。も
ち
ろ
ん、現
代
で
は、①
nation
が
人
格
と
個
性
を
具
え
た
市
民
個
人
に
分
化
し
て
いる、②
政府も中央政府と自治体政府に分化している
、③
各国政府を超える国際機構が成立している、という変化
を
重
視
す
べ
き
で
は
あ
る(
97)が、国
際
と
は、日
本
の
文
脈
で
国
家
間
だっ
た
に
す
ぎ
ず、国
際
文
脈
で
は
国
民
間、す
な
わ
ち
民
際
で
あっ
た
こ
と
に
留
意
す
る
な
ら、
「国
際」対「民
際」と
い
う
対
抗
関
係
の
提
起
よ
り
も「国
際」と
い
う
こ
と
ば
の
意
味
転
換
が
必
要にな てくるという認識を示している
(
98)。とはいえ、たしかに松下が言うように「国際」と「民際」の区別は日本語
から発したものだったとしても、松下の認識とは異なる 、私は「民際」の概念は、国家ではなく個人個人が国境を越えて連携・協力して く いう動態を表しており、重要な意義をもっていると考えている
(
99)。
このように松下は、長期的なスパンで概念を捉えなおしているが、そのなかで都市はどう位置づけることができる
のだろうか。松下は、
「都市型社会と防衛論争」(
一九八一年）のなかで巨大都市において戦争は生活基盤を破壊し、
大量 難民を生み
出し、精神的荒廃を生じさせるなど、軍事的防衛は不可能なことを示唆した
(
100)。松下は、このような
認識を反転させて、自治体が平和に対して果たすべき責務を強調する。松下によれ
ば
、自衛権は個人の自衛権に発す
松
下
圭
一
の
都
市
論
五
九
(一
六
八
四
)
る
の
で
あ
り、
「い
わ
ゆ
る
国
家
の
自
衛
権
と
は、自
衛
権
の〈主
体〉た
る
市
民
に
よっ
て
信
託
さ
れ
た、国
の
政
府
の〈権
限〉に
す
ぎ
な
い」の
で
あ
り、
「も
し、国
の
政
府
が、そ
の
信
託
さ
れ
た
権
限
と
し
て
の
自
衛
権
の
行
使
に
つ
い
て、憲
法
に
違
反
し
た
り
政策をあやまるなら
ば
信託の解除になり、自衛権は本来の主体たる市民個人が直接行使する。市民個人は自衛権にも
とづいて、レジスタンス、あるいは国内・国外への亡命をはじめる」ということになる
(
101)。
もちろん、都市自治体が関わるべき課題は、市民的抵抗拠点の形成だけでなく、自治体間の国際提携の推進、外国
人と共生する地域づくりにも及んでい 。自治体をアクターとする国際活動には、次のよう 可能性が開かれているとされる。①
政策情報の開発
―
―
地球規模における政策情報を活用して地域特性をもつ独自の政策づくり、②
国土
構
造
の
再
編
―
―
国
際
空
港、国
際
港
湾
の
強
化
な
ど
に
よ
り
地
域
経
済
な
い
し
情
報
集
約
の
波
及
効
果
を
ひ
ろ
げ
る
、③
国
際
援
助
の推進
―
―
個別の自治体間協定や外国の中央政府などとの協定に基づいて都市づくりや生産技術などをめぐって要員、
情報、資金の国際援助を行なう、④
平和戦略の構成
―
―
「非核都市」宣言したり、
「無防備地域」設定を条例によっ
て
行
なっ
た
り
す
る、⑤
国
際
個
性
の
確
立
―
―
国
家
を
超
え
る
よ
う
な
個
性
の
創
出
な
ど
で
あ
る(
102)。国
家
の
優
位
性
が
崩
壊
し
て
い
くなかで、市民自治を起点にして平和政策を積極的 行 って くべきだという主張である。とくに重要だと思われるのは、松下の構想が市民個人を基点として る点であり、それゆえに、市民自治は居住地域を基盤に世界を変えていくことができるという認識である。
五
都市の政治学に向けて
松下の市民自治の理念提起は、一九八〇年の保守化、一九九〇年代以降顕著になったグローバル化のなかで必ずし
関
法
第
六
六
巻
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・
六
号
六
〇
(一
六
八
三
)
も広く受けいれられたわけではない。シビル・ミニマムは革新自治体の財政悪化をもたらしたという批判にさらされ、ナショナリズムの再燃のなかで都市よりも国家に関心が寄せられるようになったからである。あるいは、道州制のように広域行政の構想が出さ り、行政改革の一環として町村合併がもっぱら財政の効率化の めになされたりしてきたように、経営論的発想が強まり、市民自治が変質してきたことは事実である。一方で、松下が一九九四年に提起した自治体の基本条例作成は二〇〇一年にニセコ町まちづくり基本条例が施行されたのをはじめとして全国 広がりつつあり
(
103)、市民自治の底流は変わらないようにも見える。このような状況のなかで、松下の都市論から何を汲み取る
ことができるのだろ か。
グローバル化のなかで近代において、国民国家が政治的ユニットとなることによって、都市が行政区分や居住空間としてイメージされ、
自治空間としての可
能性が狭められてきたことは、事実である。また、生活圏が広域化し、経済や情報がグローバル
化している現代において、人間が一つの都市のなかで生活を全うでき いことも確かである。ま 、古代ギリシアのポリスの市民とは違っ 、現代市民は労働から解放されておらず、職業生活 よって経済的自立を確保せね
ば
ならな
いだけでなく、豊かさや快適さという経済的価値や、勤勉とか節約と った資本主義を支える近代的徳性が支配的になっており、政治に参加することに価値を置くことが難しい状況になって る。都市がかつ の都市 や自治都市のような自己完結した 甦っていくことは、ありえ いことである。しかし 一方で国民国家も自治的な空間としては大きすぎ、国家レベルでの政治に日常的に参加することをと し 市民性を滋養していくことが望み
松
下
圭
一
の
都
市
論
六
一
(一
六
八
二
)
えないことも事実である。むしろ、現代においても、都市がアイデンティティや自治の一つの基盤になりうること、新しい試みを発信していく場になりうることも確かではないかと思う。
もっとも、松下圭一が言うように、都市型社会の客観的条件が整ってきたからといって市民が大量に形成されてい
く
わ
け
で
は
な
く、
「市
民
と
し
て
の
政
治
成
熟
に
は、市
民
が
み
ず
か
ら
政
治
に
参
加
す
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る。こ
れ
は、学
校
型の教育によっては身につけることができない。市民の徳性の成熟には、ひろく参加のチャンスの拡大が要求される。市
民
参
加
が
最
良
の
市
民
訓
練
な
の
で
あ
る(
104)」。市
民
文
化、市
民
社
会
を
規
範
的
概
念
と
し
て
考
え
る
と、そ
れ
は
上
か
ら、す
な
わ
ち政府機関や行政が指導 てつくり出すのではなく、下から持続的 取り組む市民活動によって醸成されていき、政策決定や法制定に大きな影響を与えていくようになると考えることできる。そのためには、一人ひとりの市民が
分
の生活の一部として政治に関わ く場 もつ必要 市民活動が、独立した自治能力のある市民を生み出し、市民文化を形成していく である。
都市を捉えなおす都市は、今後、政治学の主要関心になっていくだろうか。はじめに述べたように、権力の中心地が国家になったた
め、都市の政治学という捉え方はほ んどなされてこなかったわけだが、グローバル化のなか 変化していくのだろうか。もちろん、都市は社会学では主要テーマであり、政治社会学 おいては都市の権力構造についての研究がなされてきた これは、社会 が人間を集合的に捉えるところ 主眼 置き、規範的には社会を自由な交流圏 考える傾向があり、都市社会がそれに適合するからだが、グローバル化のなかで都市の重要性 、象徴的 レベルにとどまら
関
法
第
六
六
巻
五
・
六
号
六
二
(一
六
八
一
)
ず、政治的なレベルにおいても高まっていくと思われる。
と
い
う
の
は、グ
ロー
バ
ル
化
の
な
か
で、と
く
に、ニュー
ヨー
ク、ロ
ン
ド
ン、東
京
に
代
表
さ
れ
る
世
界
都
市
(global
city）で
は、都
市
が
多
文
化・多
言
語
で
構
成
さ
れ
る
世
界
の
縮
図
に
な
り、都
市
の
な
か
で、異
質
な
他
者
と
の
出
会
い
が
増
大
し、
開かれた市民感覚や市民精神が形づくられる条件が整えられていくと思われるが、こういった側面は、政治学にとっても重要だと考えられるからである。
シティズンシップ研究は現代の政治学においても重要課題となっているが、松下圭一が構想した都市型社会が市民
文化や市民活動の基盤になると思われるので、都市の生活様式と市民文化との関連を明らかにすることが必要になる。この場合、都市の生活様式の かにはムラ的なものがな というこ ではない。神島二郎がかつて「第二のムラ」と表
現
し
た(
105)よ
う
に、都
市
文
化
の
な
か
に
も
農
業
社
会
特
有
の
閉
鎖
性・封
建
制
は
持
ち
込
ま
れ
て
い
る。
「す
べ
て
の
文
化
は
混
成
文
化
で
あ
る」と
言
わ
れ
る
よ
う
に、
「都
会
的
な
も
の」と「田
舎
的
な
も
の」は
共
存
し
て
い
る
と
言
え
る。大
学
は
都
会
的
(市
民
社会）であると同時にムラ的
(ムラ社会）であるというのは、一例にすぎない。ということは、コミュニティとアソ
シ
エー
ショ
ン
は
概
念
的
に
は
区
別
で
き
る
が、自
発
的
結
社
で
あ
る
ア
ソ
シ
エー
ショ
ン
も
継
続
し
て
維
持
さ
れ
れ
ば
、コ
ミュ
ニ
ティ的性格を帯びてくると言える。たとえ
ば
、ロックが家族を婚姻社会と見たように、自発的に約束によって作られ
たという意味では、家族も対等な人格から成る市民社会 のだが、子ども でき、血縁が重視されるようになる コミュニティ的性格が強くなっていくというように、アソシエーション コミュニティへ 変化は存在するし、アソシエーションの代表格の市民団体もコミュニティ的性格を混在しているのが、実態である。
日本で都市の政治学という言い方がなされてこなかったのは、たとえ
ば
、大阪で働き、一日のほぼ半分は大阪で過
松
下
圭
一
の
都
市
論
六
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ごすのに生駒市に住んでいるので奈良県民で生駒市民であるというように、職住分離が頻繁に起こっているからである。言い換えれ
ば
、一つの都市の中で生活が完結できなくなっているのである。政治的決定
(法律や条例）はその領
域に住むすべての人びとを拘束するのだとしたら、都市はその要件を満たさないことになる。居住を重視して～市民というのが通例だが、国家の場合は居住と職業が都市ほど分離せずシステム化して るので、政治学が科学的に取扱う対象になるのである。
しかし、翻ってアメリカでは、なぜ都市政治が政治学の研究対象になってきたのか、というと、それは、自発的結
社として自治体が創られてきたという歴史や文化によ はないかと思われる。日本の場合は、官治型の伝統 強く、戦前は、都道府県は中央の統制下 あり、市町村も上から設置されたり合併されたりしたからであ 。もちろん、大都市圏の形成が共通して見 るように 都市圏とし
て都市が広がっていく現象はあるとしても、都市は市民の自
治によって造られたのだという計画性に違 あるからである。アテネ、ローマ ロンドン、パリ、ウィーン サマルカンド、京都 奈良などのような千年以上の歴史的 は対照的に、そもそも建国の歴史が短いアメリカで 都市の建設が神話として語られない 違い ある。もちろん新たに造られた、あるいは計画的に造られた都市であろうと、百年ほどの歴史のなかでも歴史性をもつと言え 風土学 概念で言え
ば
、計画性と歴史性は通態的であり、
計画都市でも歴史性はある。都市の景観が設計されたも であるよ に 民が継承し 守ってき の歴史的風土はグローバル化のなかで実際に訪れ、体感できる地 個 として輝きを増すのである。一方 松下が批判するように、日
本
を「美
し
い
国」と
見
よ
う
と
す
る
発
想
は、
「岩
山
の
国、砂
漠
の
国
も
そ
れ
ぞ
れ
個
性
あ
る
美
し
さ
を
も
つ」こ
と
を
無
視した独善発想に
過ぎないのである
(
106)。それに、そもそも「この都市は美しい」と言うことはできても、広大な領域を
関
法
第
六
六
巻
五
・
六
号
六
四
(一
六
七
九
)
もつ国家を総体として美しいと言うことはできないのであって、われわれが美しいと捉えることができるのは、感覚的に捉えることができ、自分の目で確認できる範囲のリアリティの世界においてのみである。
まさしく都市は、共通感覚で捉えることのできる空間であり、現代においても、市民や市民社会の理念に注目する
ことによって人間の営みとしての市民政治の場となることができると思われる。というのも、居住者でない勤労者も、在住している外国 も同じ市民という地平に立って、都市環境や都市政治に参加できるからである。松下が生涯をかけて探求 たように、日本 場合、官治型政治文化からの脱却が重要課題である。松下は市民政治理論において国家観念を「神話」 まで言って批判する 、現に国家が存在し 重要な機能を果たしている事実 、歴史的にも国家主権が安定した秩序をもたらし きた積極的な側面があることは無視 いと言わざるをえない
市民
自治と分権の視点からは、松下が言うように、国家は補完的な調整機能だけにその機能を限定することも考え
られるが、それは、都市が国家 り上 立 という意味ではなく、政府間関係 して並立していくという意味であり、居住地域から政治を捉えなおし、変革の起点として意味をもち るというようなかたち 、 改造を行なってかね
ば
ならない、と考えておくべきであろう。行政の市民化、市民自治の伝統の創造と革新、国民国家の相対化とい
う過程を経ることによって、都市は 民に って身近な場 感じられ、世界に向けて新しい試みを発信 場になっていくであろう。
つ
ま
り、感
覚
的
に
捉
え
ら
れ
る
メ
ゾ
コ
ス
モ
ス
(中
間
的
世
界）と
し
て
都
市
は
重
要
な
表
象
と
な
り
う
る
し、ア
イ
デ
ン
ティ
ティの拠り所ともなりう 。もちろん、牧歌的 自然で代表される農村もアイデンティティ 拠り所 だろうが、あらゆる多様性に開かれ、さまざまな産業に支えられ、自由に人
が行き来する空間としての都市は新しい試みの可能
松
下
圭
一
の
都
市
論
六
五
(一
六
七
八
)
性に満ち満ちており、グローバル化が進むなかでこそ下からの権力形成の場になり、文明の進展を推し進める磁場になるのではないかと思われる。
したがって、
「都市はどのような点で国家を超えられるか」という問いに対する回答は、①
象徴的なレベルでは都
市
が
国
家
よ
り
も
強
固
な
ア
イ
デ
ン
ティ
ティ
の
対
象
に
な
り
う
る、②
市
民
自
治
の
拠
点
と
し
て
都
市
自
治
体
は
国
家
よ
り
重
要
で
ある、という点で都市 国家を超えることはできるのである。自治体が外交を行なったり、自治体同士が国境を越えて連携・協力したりすることも実際に起こっている。そ 意味で、都市を問題関心とする政治学が存在すべきだとすれ
ば
、社会学や民族学とは違った動態的・総合的なアプローチを軸とする必要があろう。
市民自治と分権の意義松下自身は、都市の政治学という言い方をすることはなかった。都市政策ということ
ば
を使ったのも一九六〇―七
〇年代の革新自治体の時代であり、都市問題が注目されてい
た時期である。その後も、松下の用語によれ
ば
、先駆自
治体によって自治体改革は推し進められていった。松下のほうも、理論的にも絶えず自己革新していった政治学者であり、自治体職員や実務家・活動家と交流しながら、現実に適用可能な政策提言していった実践家であった。松下は、繰り返し同じことを言っているように見え かも れ い 、逆に言え
ば
、思想的に一貫した理論家であり、大衆社
会から都市型社会へ、地域民主主義から市民自治へ ように基本概念 時代の要請 合わせて少しずつ転換することによって理論を更新してい た。し し、松下は 実効性のあ 改革を求めるあまり、次第に政策学的思考に傾斜していったことも事実である。一九九六年に 日本公共政策学会の創立 関わり、初代会長を務めているが、公
関
法
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六
六
巻
五
・
六
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六
六
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六
七
七
)
共政策とは、地方自治体の政策であり、都市政策より汎用性のある概念であった。とはいえ、松下は政策学と市民自治の双方とも追求したが、果たして両立する概念なのだろうか。
たしかに、政策学的思考を身に付けた市民が多数現れて、自治体の政策形成に影響を与えていくという方向が重要
なことは否定するわけではない。しかし、政治は政策の次元
ば
かりで捉えることができないことも、自明であろう。
もちろん、松下は、市民自治 市民活動、市民文化について 民 側に立って理論構築していき、自治体改革に理論的・実践的に関与することによって、自治体基本条例の制定に見られる うに、市民自治の可能性を開いていった。しかし、市民自治は、政策に還元できない概念であり 策学への傾斜はどうしても指導や啓発に向かうことになり、政治理論の地平から離れていく な た。
松下は、一九六〇年代からの市民運動を市民活動と捉えなおすべきだと認識している
が、市民運動のなかにも市民
活動の側面はあり、逆に、市民活動のなかにも市民運動の側面は含まれている
(
107)。市民運動が一つの目標を追求し、目
標が達成されれ
ば
、解散することができるのに対し、市民活動のほうは人権、平和、環境というような理念を目標に
しているから、世代を超えて継承していく 持続的な活動形態となるからである。市民として成熟し、独立した人間になっ くには市民的訓練が必要であり、松下が市民活動概念に早くから注目 た 慧眼だと言えるであろう。しかし、松下の場合、政策科学的発想を推 進めた結果、不可避的に市民エリート
(松下の用語では「政策知識人
(
108)」）
育成的な市民政治学になっていったようである。
とはいえ、松下が一貫して市民自治の実効性を高めるために思索を積み重ねていったことは意味あることであった。
つまり、松下が市民自治と分権を重視し、下から 政治を構想し った業績は高く評価され
て然るべきである。松
松
下
圭
一
の
都
市
論
六
七
(一
六
七
六
)
下の出発点がジョン・ロック研究にあり、市民政府として自治体を捉える視座は、日本においては貴重なものである。また、抵抗権によって政府をつくり変えること当然視したことは、ロックの政治哲学の延長線上にあるとはいえ、重要性を失わないであろう。
松下の市民政治学の根底にあるのは、市民自治による市民共和の実現、すなわち公共善の構築であり、市民自治の
発想である。これはヨーロッパの古代ポリスや中世自由都市に見られ 伝統である。ロックの市民政治理論も公共としての共同社会の構築に重点をおいており、近代的な条件のなかでの市民共和の思想を表現している。このような伝統は日本では希薄であっ がゆえに、長期的な展望と政策的思考のなかで一歩一歩政治社会 変革していかね
ば
なら
ないと考えた である。市民共和と うのは、市民が対等な関係のなかで協力して 同 問題 解決 くとともに、市民感覚や市民精神を身に付けていく動態を表し
ている。
松下には、評論的な著作も多く、政治理論の著作も時代状況に強い影響を受け、人間論や国家論を重要な構成要素
とする政治理論本来の特性を欠いているとも言える。と いうものの、時代を超える視野をもつ、松下の仕事は政治理論 しても正当に評価すべき側面が こ 確かである。松下が過去 対話しながら 現代における の新しいかたちを創造しようとした点に、政治理論の特性が認められ からである。松下は、市民自治と分権を軸に、変革への意思をつねに失わずに現実 関わり続けた。松下は、政治学 実学に ようと苦闘し 論か 政策学に重心を移していったが、松下 見られるように、政治的実効性を求める 、ど しても政策学 発想に行きついてしまうようである。そのことに って松下が理論的・実践 地平を切り拓いてきたことは確かだと ても、政治理論の視点からは、技術論・政策論よりも 活動 文化の概念にいち
早く注目した松下の市民政治学から学びう
関
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ることのほうが多い。松下の議論は、市民政治の構想として先見の明に富んでいるだけでなく、公的事象に日常的に関わ 市民 あり方を指し示し、市民活動を基底にした都市再生の理論と実践につながっていくのである。
(⚑
)
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[1888],pp.630-711
参照。
(⚒
)
内田満『都市デモクラシー』
〔中公新書〕(
中央公論社、一九七八年）
。
(⚓
)
加茂利男『都市の政治学』(
自治体研究社、一九八八年）五三―一七三頁参照。
(⚔
)
加茂利男・徳久恭子編『縮小都市の政治学』(
岩波書店、二〇一六年）
。
(⚕
)
松下圭一『現代政治＊発想と回想』(
法政大学出版局、二〇〇六年）
。
(⚖
)
松下圭一『自治体改革＊歴史と対話
法政大学出版局、二〇一〇年）
。
(⚗
)
松下圭一『松下圭一＊私の仕事
―
―
著述目録』(
法政大学出版局、二〇一五年）
。
(⚘
)
大衆社会論や憲法論を中心にした松下批判については、平田哲男「日本における市民政治理論の展開
―
―
松下圭一の理論
的営為の論理」
『都留文科大学研究紀要』第二五集
(一九八六年）四九―六六頁、
「日本における市民政治理論の特質
―
―
松
下
圭
一
の
理
論
的
営
為
の
方
法」
『都
留
文
科
大
学
研
究
紀
要』第
二
六
集
(一
九
八
七
年）四
五
―
六
六
頁
参
照。松
下
の
研
究
の
展
開
と
意
義については、大塚信一『松下圭一
日本を変える
―
―
市民自治と分権の思想』(
トランスビュー、二〇一四年）参照。
(⚙
)
山
田
竜
作『大
衆
社
会
と
デ
モ
ク
ラ
シー
―
―
大
衆・階
級・市
民』(
風
行
社、二
〇
〇
四
年）九
五
―
二
五
六
頁、R
yusaku
Y
am
ada,
D
em
ocracya
nd
M
ass
Society
:
A
Japanese
D
ebate,
G
akujutsu
Shuppankai,
2006,
pp.
151-346参照。
(
10)
『現代政治＊発想と回想
』一九四頁。
(
11)
松下自身は「外国研究の〈延長〉ないし〈応用〉という考え方からぬけでて、私は日本の文脈ないし課題に直接とりくみ、
そこから再出発している」と述べている
(同右、一九五頁）が、松下の市民政治学はロックやマルクスの思想をもとにして
いるので、西洋政治思想の「応用」という側面が消え去ったわけではない。
(
12)
和
田
悠「松
下
圭
一
―
―
高
度
成
長
期
の
変
革
思
想」
、大
井
赤
亥・大
園
誠・神
子
島
健・和
田
悠
編『戦
後
思
想
の
再
審
判
―
―
丸
山
眞
男から柄谷行人まで』(
法律文化社、二〇一五年）所収、一七〇頁。
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(
13)
松
下
圭
一
は、
「市
民
自
治
の
組
織
論
の
構
想
と
し
て
の
政
治
学
は、自
由
の
組
織
論
と
い
う
政
治
学
の
原
型
で
あ
る
ポ
リ
ティ
ク
ス
へ
の
回
帰
で
も
あ
る」と
述
べ
て
い
る
(松
下
圭
一「都
市
を
ど
う
と
ら
え
る
か」
、松
下
圭
一
ほ
か
編『岩
波
講
座
現
代
都
市
政
策
Ⅰ
都
市
政
策
の
基
礎』(
岩
波
書
店、一
九
七
二
年）所
収、三
一
頁）
。松
下
は、
「政
治
と
は
社
会
的
組
織
技
術
す
な
わ
ち
人
間
の
行
動
の
組
織
技
術
で
あ
る。こ
の
技
術
(art）の
手
段
が
権
力
で
あ
る。そ
れ
ゆ
え
ま
た、政
治
と
は
権
力
の
操
作
に
よ
る
人
間
の
行
動
の
組
織
化
と
い
う
こ
と
が
で
きる」と規定している
(松下圭一『現代政治学』(
東京大学出版会、一九六八年）三四頁）
。
(
14)
松
下
圭
一
が
市
民
自
治
を「自
分
た
ち
の
生
活
条
件
を、自
分
た
ち
自
身
で
つ
く
り
あ
げ
る」こ
と
と
規
定
し
て
い
る
(「『日
本
列
島
改
造
論』批
判」(
一
九
七
六
年）
、松
下
圭
一『昭
和
後
期
の
争
点
と
政
治』(
日
本
評
論
社、一
九
八
八
年）所
収、二
六
三
頁）よ
う
に、市
民
自治は、必ずしも地域に限定されず、生活の場
を起点にして社会や世界に関わっていく原理として理解できる。
(
15)
福
嶋
浩
彦『市
民
自
治
―
―
み
ん
な
の
意
思
で
行
政
を
動
か
し
自
ら
の
手
で
地
域
を
つ
く
る』
〔ディ
ス
カ
ヴァー
携
書〕(
ディ
ス
カ
ヴァー・トゥエンティワン、二〇一四年）一二頁。
(
16)
ジョン・ロックの
T
w
o
T
reatises
of
G
overnm
ent
の全訳には、年代順では、松浦嘉一訳『政治論』(
東西出版社、一九四
八年）
、伊藤宏之訳『全訳
統治論』(
柏書房、一九九七年）
、加藤節訳『統治二論』(
岩波書店、二〇〇八年）
、加藤節訳『完
訳
統治二論』
〔岩波文庫〕(
岩波書店、二〇一〇年）があるが、松下は、T
w
o
T
reatises
of
G
overnm
ent
を『政府二論』と
その第二論文
A
n
E
ssay
C
oncerning
the
T
rue
O
riginal,
E
xtent,
and
E
nd
of
C
ivil
G
overnm
ent
を『市民政府論』と訳して
い
る。第
二
論
の
翻
訳、ジョ
ン・ロッ
ク『市
民
政
府
論』鵜
飼
信
成
訳〔岩
波
文
庫〕(
岩
波
書
店、一
九
六
八
年）が
こ
の
訳
語
を
採
用
し、訳語として定着することになった。
(
17)
松
下
は、c
om
m
onw
ealth
は「公
共
善」
「共
和
制」
「公
共
社
会」と
訳
す
べ
き
だ
が、鵜
飼
訳
で
も「国
家」と
訳
さ
れ
て
お
り、そ
の
後
も
政
府
と
訳
す
べ
き
governm
ent
が
統
治
と
訳
さ
れ
続
け
て
い
る
の
は、日
本
の
政
治
文
化
が
ロッ
ク
の
政
治
理
論
を
理
解
で
き
な
い
低
水
準
に
と
ど
まっ
て
い
る
か
ら
だ
と
主
張
し
て
い
る。さ
ら
に、
「市
民
政
府」と
い
う
理
解
が
定
着
し
な
い
の
は、ド
イ
ツ
法
の
影
響
を
受
けた官僚法学・講壇法学 影響によるものであり、英米法的な「市民政府」という発想が一般に広く定着することは「国家統治」的発想の崩壊を待たね
ば
ならないと述べている
(松下圭一『ロック『市民政府論』を読む』
〔岩波現代文庫〕(
岩波書
店、二
〇
一
四
年）一
〇
―
一
一、二
八
九
―
二
九
一
頁
参
照）
。と
は
い
え、g
overnm
ent
に
は「統
治」と「政
府」と
い
う
二
つ
の
意
味
があり、一七世紀のイングランドでは一八世紀以降のような政府
(統治機構）は成立していなかったという歴史的文脈に
関
法
第
六
六
巻
五
・
六
号
七
〇
(一
六
七
三
)
留意して「統治」という訳語も広く使われている。また、ホッブズ、ロックら、近代の政治理論家は、自らが構想する政治社
会
が
当
時
の
絶
対
王
政
の
下
で
の
国
家
と
は
違
う
こ
と
を
強
調
す
る
た
め
に
state
の
使
用
を
避
け、人
的
結
合
体
を
表
す
com
m
onw
ealth
を使った点にも留意する必要がある。
(
18)
松下圭一『市民政治理論の形成』(
岩波書店、一九五九年）八九頁参照。
(
19)
同右、三五六―三五七頁参照。
(
20)
松下圭一「忘れられた抵抗権」(
一九五八年）
、松下圭一『現代政治の条件』
〔増補版〕(
中央公論社、一九六九年）所収、
一九八頁。
(
21)
松下圭一「史的唯物論と大衆社会」(
一九五七年）
、『現代政治の条件』所収、五九頁参照。
(
22)
『市民政治理論の形成』三一九頁
(傍点は松下）
。
(
23)
松下圭一「後記」
、『現代政治の条件』所収、二八〇頁
(傍点は松下）
。
(
24)
同右、二八一頁。
(
25)
松下圭一「大衆国家の成立とその問題性」(
一九五六年）
、『現代政治の条件』所収、一九頁。
(
26)
山
田
竜
作
が「
〈大
衆〉と
い
う
形
態
を
持
つ
人々
が
本
質
的・不
可
避
的
に
非
合
理
的
で
無
知
で
政
治
的
に
無
力
で
あ
る
な
ど
と、規
定
す
ることはできないのである。むしろ松下が強調したのは、二〇世紀において社会のあり方が変容したということを前提にして、実
際
的
な
政
治
状
況
を
理
論
化
す
る
こ
と
の
必
要
性
で
あっ
た
と
言
え
る」(
『大
衆
社
会
と
デ
モ
ク
ラ
シー
―
―
大
衆・階
級・市
民
―
―
』一四三頁）と述べているように、松下は大衆が受動的な存在かどうかが問題だと考えていたわけではない。
(
27)
｢史的唯物論と大衆社会」五七頁。
(
28)
｢大衆国家の成立とその問題性」三四頁参照。
(
29)
松下圭一「民主主義の歴史的形成」(
一九五七年）
、『現代政治の条件』所収、八〇―八二頁参照。
(
30)
松
下
圭
一「都
市
づ
く
り
の
新
し
い
ルー
ル」
〔久
留
宮
歓
人
と
の
対
談〕
『3
0
億・J
C
L
IF
E
』(
日
本
青
年
会
議
所、一
九
七
二
年）四
七
頁。
(
31)
『現代政治＊発想と回想』五四頁参照。
(
32)
松
下
圭
一「
〈市
民〉的
人
間
型
の
現
代
的
可
能
性」(
一
九
六
六
年）
、松
下
圭
一『戦
後
政
治
の
歴
史
と
思
想』
〔ち
く
ま
学
芸
文
庫〕(
筑
松
下
圭
一
の
都
市
論
七
一
(一
六
七
二
)
摩書房、一九九四年）所収、一七一頁参照。
(
33)
同右、一七六―一七七頁参照。
(
34)
松
下
圭
一「市
民
参
加
と
そ
の
歴
史
的
可
能
性」
、松
下
圭
一
編『市
民
参
加』
〔現
代
に
生
き
る
⚖
〕(
東
洋
経
済
新
報
社、一
九
七
一
年）
所収、一九八頁。
(
35)
同右、一九九頁。
(
36)
松下圭一「市民とは何か」
〔シンポジウム〕
、『市民参加』所収、二九一頁参照。
(
37)
｢市民参加とその歴史的可能性」二三九―二四〇頁。
(
38)
同右、二一二頁。
(
39)
同右、二一四頁。
(
40)
『現代政治＊発想と回想』二五頁。
(
41)
松下圭一『都市政策を考える』
〔岩波新書〕(
岩波書店、一九七一年）六頁。
(
42)
松下圭一「地域民主主義の掘り起し――文化人の農村観をめぐって」
『週刊読書人』一九六一年三月一三日、二頁参照。
(
43)
松下圭一「革新市政の当面する課題」(
一九六三年）
、『戦後民主主義の展望』(
日本評論社、一九六五年）一五五頁。
(
44)
松下圭一は、
「今日では
、〈地方〉自治ではなく〈地域〉自治による自治体共闘さらに自治体改革という観点から、地域民
主
主
義
の
運
動
へ
の
展
望
を
も
つ
自
治
体
理
論
を
構
成
す
る
必
要
が
あ
る
と
い
え
よ
う」と
述
べ
て
い
る
(「地
域
民
主
主
義
の
課
題
と
展
望」
(一九六一年）
、『現代日本の政治的構成』(
東京大学出版会、一九六二年）所収、二三〇頁）
。
(
45)
松
下
は、書
物
か
ら
離
れ、理
論
の
再
構
築
を
し
よ
う
と
決
意
し、
「事
実、大
学
で
も
研
究
室
を
も
た
な
い
よ
う
に
し
て
き
た」と
述
べ
て
いるように、行政職員、市民活動家、ジャーナリスト、自治体や国の政治家と交流しながら思考し、つねに日本の政治的現実
と
関
わ
り
な
が
ら
研
究
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず、き
わ
め
て
多
作
な
政
治
学
者
で
あっ
た
(『現
代
政
治
＊
発
想
と
回
想』七
二、一
九
四
―
一九五頁、
『松下圭一
日本を変える
―
―
市民自治と分権の思想』三三〇―三三二頁参照）
。
(
46)
松下圭一『市民自治の憲法理論』
〔岩波新書〕(
岩波書店、一九七五年）六頁。
(
47)
同
右、
ｘ
頁。松
下
は、市
民
と
は
規
範
概
念
だ
が、現
実
可
能
性
で
も
あ
り、
「新
憲
法
感
覚
の
定
着
傾
向
だ
け
で
な
く、客
観
的
に
は
余
暇と教養の社会的チャンスの増大、主体的は討論・組織という市民的政治訓練の蓄積とあいまって、階級規定としての労働関
法
第
六
六
巻
五
・
六
号
七
二
(一
六
七
一
)
者階級その他の内部から、市民的人間型の大量醸成の条件が形成されてきたという、日本における人間型の転換の歴史的現実の成立こそを透視すべきなのである」(
同右、
xi頁）と述べている。
(
48)
同右、二七、一六一頁参照。
(
49)
『都市政策を考える』二一八頁。
(
50)
『市民自治の憲法理論』二七―二八頁参照。
(
51)
た
だ、松
下
の
場
合、
「国
と
お
な
じ
く
自
治
体
は、基
礎
自
治
体
(市
町
村）レ
ベ
ル・広
域
自
治
体
(都
道
府
県）レ
ベ
ル
に
お
い
て、
多
様
な
市
民
運
動、つ
い
で
労
働
組
合、商
工
会
議
所、婦
人
会、青
年
サー
ク
ル
な
ど
の
階
層・職
場・地
位・性
別・世
代
別
の
団
体
や
サークル、それに学校、企業というような社会分権 担い手である個別単位を、市民同意による普遍的政策公準によって相互調整、また必要におうじて戦略先導しなけれ
ば
ならない」(
『市民自治の憲法理論』一六六頁）というように、上からの指
導という要素もはいり込んでいる。
(
52)
松下圭一「シビル・
ミニマムの思想」(
一九七〇年）
、『シビル・ミニマムの思想』(
東京大学出版会、一九七一年）所収、
二七二頁参照。
(
53)
同右、二九四頁参照。
(
54)
松下圭一『政策型思考と政治』(
東京大学出版局、一九九一年）九一頁。
(
55)
同右、一八四頁参照。
(
56)
同右、一八五頁参照。
(
57)
『都市政策を考える』一六二頁。
(
58)
松下圭一『市民文化は可能か』(
岩波書店、一九八五年）五二頁。
(
59)
松下圭一「組織・制御としての政治」(
一九九四年）
、『戦後政治の歴史と思想』所収、四七一頁。
(
60)
松下圭一は、
「都市創造論」(
一九六九年）のなかで「都市は工業を背景とする市民の自由なデザインとして構成されてい
くであろう。経済は資源の生産、政治が資源の分配であるなら、生活様式は資源の形態であり、それが人間の生命の形態を決
定
す
る。こ
の
生
活
様
式
が
現
代
で
は
ま
さ
に
都
市
で
あ
る。
〈国
家
の
死
滅〉と
は〈市
民
の
自
治〉の
確
立
と
なっ
て
い
こ
う
」(
「都
市
創
造
論」
、『現
代
デ
ザ
イ
ン
講
座
⚒
デ
ザ
イ
ン
の
環
境』(
風
土
社、一
九
六
九
年）所
収、一
九
二
頁）と
述
べ、市
民
自
治
と「国
家
の
松
下
圭
一
の
都
市
論
七
三
(一
六
七
〇
)
死滅」を結びつけている。
(
61)
『現代政治＊発想と回想』五六―五七頁参照。
(
62)
田
口
富
久
治『戦
後
日
本
政
治
学
史』(
東
京
大
学
出
版
会、二
〇
〇
一
年）三
三
七
頁
参
照。た
だ
し、田
口
は「経
済
学
は
除
か
れ
て
い
る」と
書
い
て
い
る
が、松
下
は
経
済
学・財
政
学
の
視
点
か
ら
自
治
体
財
政
や
国
家
財
政
に
つ
い
て
も
分
析
し
て
い
る
(『政
策
型
思
考
と
政
治』二一六―二四九頁参照）
。
(
63)
松
下
圭
一・川
上
秀
光・香
山
健
一「新
し
い
都
市
科
学
形
成
の
た
め
に」(
座
談
会）
、『経
済
セ
ミ
ナー』第
一
四
四
号
(一
九
六
八
年
三
月）六頁参照。松下はこの時点では「都市科学」という表現を使っているが、のちに「都市科学」という用語は「科学主義の
印
象
を
あ
た
え
る
た
め」使
う
の
を
や
め
た
と
い
う
(「《自
治
体
改
革》を
ふ
り
か
えっ
て」(
二
〇
一
〇
年）
、『自
治
体
改
革
＊
歴
史
と
対
話』所収、二六六頁）
。
(
64)
『都市政策を考える』四三頁参照
(
65)
同右、四三―四四頁。
(
66)
同右、四七―四八頁参照。
(
67)
同
右、五六頁。
(
68)
同右、五八頁。
(
69)
同右、四三頁参照。
(
70)
同右、四九頁。
(
71)
同右、五〇頁参照。
(
72)
松下圭一「市民・自治体・政治」(
二〇〇七年）
、『自治体改革＊歴史と対話』所収、一九六頁。
(
73)
『市民文化は可能か』二頁。
(
74)
同右、二五頁。
(
75)
同右、二九頁。
(
76)
同右、四二頁。
(
77)
同右、四二頁。 関法
第
六
六
巻
五
・
六
号
七
四
(一
六
六
九
)
(
78)
同右、五一頁。
(
79)
同右、五二―五三頁参照。
(
80)
同右、八〇頁。
(
81)
松下圭一「市民・自治体・政治」(
二〇〇七年）
、『自治体改革＊歴史と対話』所収、二三七頁。
(
82)
『市民文化は可能か』五四頁参照。
(
83)
同右、三一四頁。
(
84)
同右、三二三頁。
(
85)
同右、三一八頁。
(
86)
松
下
は、
「市
民
文
化
活
動
へ
の〈指
導・援
助〉と
い
う
社
会
教
育
行
政
理
論
の
理
論
構
成
は
今
日
も
つ
づ
い
て
い
る。し
か
し、市
民
の
生活から政治までの学習をふくめた文化活動が多様化・高度化していくとき、どうして社会教育行政職員がこれに追いつけるのかという〈行政の限界〉をめぐる問いが社会教育行政関係者からは決してでてこない。社会教育行政職員は〈専門についての訓練ないし研修をかさねれ
ば
、市民よりも一歩〈たかい〉ところにいることができるという空論ないし〈安易な職員
主義〉にとどまっている。今日、市民の文化水準は行政の文化水準をこえつつ
あることは一般認識となっているのではない
か〉
」と、行政の関与を批判している
(松下圭一『社会教育の終焉』(
筑摩書房、一九八六年）六三頁）
。
(
87)
『市民文化は可能か』三二〇―三二三頁参照。
(
88)
同右、三三〇頁。
(
89)
同右、三三二頁。
(
90)
｢市民・自治体・政治」二二〇頁。
(
91)
松下圭一「都市をどうとらえるか」二四頁。
(
92)
同右、三二頁。
(
93)
｢市民・自治体・政治」二〇八頁参照。
(
94)
松
下
圭
一「自
治
体
の
国
際
政
策」
、松
下
圭
一
編『自
治
体
の
国
際
政
策』
〔シ
リー
ズ
自
治
を
創
る
⚑
〕(
学
陽
書
房、一
九
八
八
年）所
収、二六三頁参照。松
下
圭
一
の
都
市
論
七
五
(一
六
六
八
)
(
95)
松
下
圭
一
は、
「市
町
村・県
の
自
治
体、省
庁
か
ら
な
る
国、そ
れ
か
ら
国
連
を
は
じ
め
と
す
る
国
際
機
構
も、そ
れ
ぞ
れ
の
意
味
で
市
民
の信託による政府であると考えた方がいいのではないか」というように、政府信託論をもとに〈政府三分化説〉を提起してきた
(松下圭一『日本の自治・分権』
〔岩波新書〕(
岩波書店、一九九六年）一七一頁）
。
(
96)
｢自治体の国際政策」二六四頁。
(
97)
同右、二六四―二六五頁参照。
(
98)
同右、二六五頁参照。
(
99)
寺島俊穂『現代政治とシティズンシップ』(
晃洋書房、二〇一三年）二〇二―二〇三頁参照。
(
100)
松下圭一「都市型社会と防衛論争」(
一九八一年）
、『戦後政治の歴史と思想』
〔ちくま学芸文庫〕(
筑摩書房、一九九四年）
所収、三九四―四〇八頁参照。
(
101)
同右、四一〇―四一一頁。
(
102)
｢自治体の国際政策」二七五―二八四頁参照。
(
103)
神原勝『増補
自治・議会基本条例論――自治体運営の先
端を拓く』(
公人の友社、二〇〇九年）四〇―四五頁参照。
(
104)
『市民文化は可能か』五一頁。
(
105)
神島二郎『近代日本の精神構造』(
岩波書店、一九六一年）二四―三一頁参照。
(
106)
｢市民・自治体・政治」二四〇頁参照。
(
107)
松下圭一は、自治体は「ようやく一九六〇、七〇年代、当時〈市民運動〉といわれた市民活動を背景に、福祉・都市・環
境をめぐって、政策・制度の独自開発をはじめます」と述べ、六〇年代の市民運動を市民活動と言いなおしている
(松下圭
一「転形期自治体の発想と手法」(
二〇〇〇年）
、『自治体再構築』(
公人の友社、二〇〇五年）所収、二一七頁）が、私は、
松
下
と
は
違っ
て、市
民
運
動
と
市
民
活
動
の
概
念
を
区
別
し
て
い
る
(『現
代
政
治
と
シ
ティ
ズ
ン
シッ
プ』四
六、一
七
五
―
一
八
三
頁
参
照）
。
(
108)
松
下
に
よ
れ
ば
、政
策
知
識
人
は、
「現
場」で
し
か
育
成
で
き
ず、①
ブ
レー
ン
型、②
ス
タッ
フ
型、③
委
員
型、④
職
業
型
か
ら
構
成
さ
れ
、そ
れ
ぞ
れ
の
活
動
領
域
は、①
は「市
民
活
動
か
ら
長・政
治
家
ま
で
の
ブ
レー
ン」
、②
は「政
府・行
政
機
構、団
体・企
業
などの企画担当ないしプロジェクト・チーム」
、③「政府の行政委員会、また審議委員会あるいは市民委員会」
、④は「シン
関
法
第
六
六
巻
五
・
六
号
七
六
(一
六
六
七
)
クタンク、コンサルタント」である。また松下は、政策知識人は政策自体を「商品」化して同一商品、類似商品を売りこみがちであり、その場合、体制型と市民型に分化せざるをえないが、いずれにしても「時代に先んじる先見性」をもった政策構想を打ち出すことを要請している
(『政策型思考と政治』一八八―一九三頁参照）
。
松
下
圭
一
の
都
市
論
七
七
(一
六
六
六
)
